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1. 設置の趣旨および必要性

1.1. 九州女子大学の建学の精神 

 九州女子大学の設置母体である学校法人福原学園（以下、「福原学園」という。）の教

育活動の根幹を成す建学の精神は、創設者福原軍造が掲げた「自律処行（じりつしょぎょ

う）」である。昭和 37（1962）年に開学した九州女子大学においても、建学の精神「自律

処行」に基づき教育研究活動を行ってきた。 

 創設者福原軍造は、「自律処行」の「自律」について、「自分の志向や行為を道に照ら

して、その我儘不正を抑えることである」と解し、次に「処行」については、「是を以て

聖人、無為の事を処し、不言の教を行う」（『老子』（2 章））を典拠に「徳を以て事を

断じ、知性に適った教を行うのを処行という。処行は絶対の徳で処し、絶対の道を行うこ

とである」と意味付けている。そして「自律処行」の意味を「自らの良心に随い、事に処

し善を行う」とまとめ、時代の趨勢や社会の状況に応じて「自律処行」の理解を深化させ

柔軟に解釈してきた。 

 「自律処行」は、福原学園の各設置校の建学の精神として教育活動の根幹を支えてきた

が、福原学園創立 60 周年（平成 19（2007）年）を機に、在学生・教職員に建学の精神の

浸透をより一層図るため、福原軍造『寿詩集』（昭和 52（1977）年刊行）の記載に基づき、

「自律処行」の意味を「自らの良心に従い、事に処し善を行う」に統一した。これを受け、

九州女子大学学則第 3条においても、「本学は、建学の精神「自律処行」、すなわち自ら

の良心に従い事に処し善を行うことを学是とし、この学是に則り、自ら立てた規範に従っ

て、自己の判断と責任の下に行動できる強くてしなやかな女性を育成する。」と明示し、

在学生・教職員すべてに対し、教育活動の根幹としている。 

1.2. 学科を設置する理由・必要性 

 九州女子大学人間科学部は、平成 17（2005）年度に文学部の組織改編により設置された。

人間科学部は、人間文化学科と人間発達学科から構成し、その設置の趣旨は、人が「心身

ともに健康かつ文化的に豊かな人生」を送るために必要となる知識や技能に関わる分野を

中心に、特に人間の文化・教養領域と発達領域において教育・研究を行い、文化・文学領

域および発達諸科学領域の知識・技能を自分自身のためだけでなく他者の人生および生活

を豊かにするために用いて、乳幼児から高齢者に至るまで全世代の人々、および障害者が

共生しうる地域社会を創造・実現していく職業人を養成していくことであった。とりわけ、

人間文化学科においては、共生社会に貢献する専門知識と実践力を兼ね備えた人材を育成

するため、国際理解領域、英語コミュニケーション領域、日本語・日本文化領域、書道文

化領域、図書館情報学領域の 5領域において専門性の高い教育を行ってきた。その後、社

会において、世代間の共生や多様な個性を有する人と人との共生が大きな課題として存在

し、本学はこの課題に対応すべく、人間科学部の設置の趣旨を発展的に継承するとともに、

社会環境と教育ニーズの変化に対応するため、平成 22（2010）年度に新たに人間科学部人

間発達学科を設置した。人間発達学科は、人間基礎学専攻と人間発達学専攻から成る。人

間発達学科は、乳幼児から高齢者に至るまで全世代の人々、および障害者が豊かに共生し
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うる地域社会を創造・実現していくために、人間が豊かに暮らす社会・文化を創造する広

い視野と学際的教養、および人間の発達についての専門的知識と技能を身に付けた人材を

養成することを学科設置の趣旨とした。この人間発達学科の教育目標を実現するために、

新学科の基礎となる人間基礎学専攻では、幅広い教養に併せて心理学・日本文化および情

報処理等に関する実践的能力や免許・資格を有する人材の養成を目的とした。 

 しかし、その後、人口減少、少子・高齢化、グローバル化、さらには、AI 等の急速な技

術革新など、大学を取りまく社会的・経済的環境は大きく変化してきている。このような

環境の変化の大きい時代において、知識・技能だけではなく、他者と協働して、問題を解

決していくことができる力をも有した職業人の養成が課題となっている。 

 令和 2（2020）年国勢調査において、福岡県は、人口が減少傾向にある九州各県の中で、

唯一増加傾向にある。その中でも福岡市に人口が集中している。 

 一方、九州女子大学が位置する北九州市は、福岡県内では、福岡市に次いで人口が多く、

令和 4（2022）年 2月 1日現在の北九州市の人口は、929,113 人（北九州市発表）であるが、

人口減少率は、政令指定都市の中において高い水準にある。令和 2（2020）年国勢調査と

平成 27（2015）年同調査と比較すると、北九州市の人口減少率は-2.31％であり、全国 2

位である。北九州市は、昭和 54（1979）年には、約 107 万人になり人口のピークを迎えた

が、その後は一貫して人口が減少し、平成 17（2005）年には 100 万人を下回り、近年で

は、毎年 約 5,000 人の人口の減少が続いている。 

 北九州市の人口減少が続く状況において、北九州市は、地方創生のより一層の充実・強

化に取り組んでいくため、「第 2 期北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和 2

（2020）年度～令和 6（2024）年度）を策定して地方創生に向けた取り組みを推進してい

る。同戦略では、女性活躍施策の充実、結婚・出産・子育て・教育までの一貫した支援や

文化芸術による創造都市・北九州市として具体的な事業を掲げ取り組んでいる。さらに、

北九州市は子どもや子育て家庭を取り巻く環境が抱える課題に対応するため、「元気発進！

子どもプラン（第 3次計画）」（令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度）を策定して、

子どもの健全育成や子育て支援の基本的方向および具体的な取り組みを示している。同プ

ランは、「次世代育成支援対策推進法」（平成 15（2003）年 7月制定）に基づく「北九州

市次世代育成行動計画」と「子ども・子育て支援法」（平成 28（2016）年 8月制定）に基

づく「北九州市子ども・子育て支援事業計画」を合わせた計画であり、地域社会を構成す

る家庭、地域、学校、企業、行政が協働して、一体となって取り組みを進めるための指針

として、子どもや若者が健やかに成長するまちづくりを目標の一つとして掲げ、地域にお

ける子どもの居場所づくりなどの施策を実施している。 

 文化芸術に関する側面においては、北九州市は、文化芸術による発展を目指す都市とし

て東アジア文化都市に選定されている。東アジア文化都市とは、中国の揚州市、韓国の順

天市、そして日本では北九州市が指定されており、その文化的特徴を生かして、文化芸術

・クリエイティブ産業・観光の振興を推進することを目的とする。「第 2 期北九州市まち

・ひと・しごと創生総合戦略」（令和 2（2020）年度～令和 6（2024）年度）にも掲げられ

ているとおり、北九州市は、現代の芸術文化や伝統文化、また多彩な生活文化に関連する

さまざまな施策に取り組んでいる。 
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 このように、教育の充実や地域創生に向けた取り組みを推進する北九州市において教育

研究活動を行っている本学は、地域の人材養成のニーズに応えるべく、北九州市との連携

を強化し、協力関係を構築していきたいと考えている。 

 また、平成 27（2015）年には、国民の心の健康の保持増進に寄与することを目的に公認

心理師法（平成 27 年法律第 68 号）が公布され、保健医療、福祉、教育やその他の分野に

おいて、心理学に関する専門的知識および技術をもって心理に関する支援を要する者に対

する援助を行うものとして公認心理師が広く求められることとなった。このことは九州地

方でも例外ではなく、九州地方の医療機関・福祉施設・矯正施設等を対象に実施した新学

科の人材需要に関するニーズ調査では、心理専門職者または大学の心理系学科出身者の今

後の採用の見通しに関する回答において、「不足しており、採用数を増やしたい」の回答

が 26.2％、「適度に充足しており、現行並みの採用数を維持したい」の回答が 42.1％であ

り、心理専門職者または大学の心理系学部出身者の職業人としての需要は高いと言える。

現在、公認心理師の受験資格を得ることのできる教育課程を有している大学は、北九州市

において本学のみであり、心理専門職者の養成についてより一層強化することが求められ

る。 

 これまで九州女子大学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻では、幅広い教養に併せ

て心理学・日本文化および情報処理等に関する実践的能力や免許・資格を有する人材の養

成を行ってきた。このような人材養成の観点とともに、上述の社会状況や地域特性に鑑み

て必要となるのは、地域・社会のために主体的に貢献できる能力を身に付けた教育者・企

業人の養成である。この教育者・企業人とは、家庭、地域、企業、行政と協働して中学校

・高等学校、地方自治体、福祉施設や企業などといった組織において、多岐にわたる教育

・社会に関する課題を解決しつつ活躍する職業人である。

そこで、これまでの本学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻において展開してきた

心理学および日本語・日本文学を基盤とした教育体制を維持しつつ、職業人として教育や

地域社会の貢献に携わる人材を養成するという観点を重視して、令和 5（2023）年度に心

理・文化学科を設置するものである。 

1.3. 心理・文化学科における教育上の目的 

 これまで九州女子大学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻では、人間が豊かに暮ら

す社会・文化を創造する学際的教養を備え、人間の発達についての専門領域の知識と技能

を身に付け、乳幼児から高齢者に至るまで全世代の人々、および障害者が豊かに共生しう

る地域社会を創造・実現していく人材を養成するという教育目標のもと、幅広い教養に併

せて心理学・日本文化および情報処理等に関する実践的能力や免許・資格を有する人材の

養成を行ってきた。 

如上の人材養成の観点は今後も継続すべき観点であるが、それとともに必要となるのは、

高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、ヒューマンケア、教育、文化の新

たな共創と発信を通じて社会に貢献できる職業人の養成である。加えて、家庭、地域、企

業、行政と協働して中学校・高等学校、地方自治体、福祉施設や企業などといった組織に
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おいて、多岐にわたる教育・社会に関する課題を解決しつつ活躍する職業人を養成するこ

とも求められる。 

 上記のような人材ニーズに応えて、このたび設置する心理・文化学科では、以下のよう

な人材を養成する。 

(1) 幅広い教養、ならびに人間の心理・文化についての専門領域の知識と技能を身に付

け、人を支え、社会のために行動できる教育者・企業人を養成する。

(2) 高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、ヒューマンケア、教育、文

化の新たな共創と発信を通じて社会に貢献できる教育者・企業人を養成する。

(3) 多様な考えを有する人々と協働して、人間の心理と文化に関する知見を深め、現代

社会において多岐にわたる課題を解決しつつ活躍する教育者・企業人を養成する。

上記(1)～(3)の人材養成を行うにあたり、学生に修得させたい能力は、以下の（ア）～

（オ）の能力である。

(ア) 幅広い教養を身に付けている。

 教養とは、狭義には、社会において活動するのに必要な人文・社会・科学の諸分野に

ついての知識・技能を指すが、現代の社会において活動するためには、外国語運用、情

報処理等の知識・技能も必要となる。この能力は、人文科学・社会科学・自然科学の幅

広い分野にわたって体系的に把握しようとし、その把握した内容を活用できる基礎的な

能力であり、外国語運用、情報処理等の知識・技能も含めたリテラシーと言えるもので

ある。 

(イ) 専門領域の知識・技能を身に付けている。

 人間の心理と文化に関する専門領域の知識・技能や、幅広い世代の人々が共生し得る

地域や社会のために主体的に貢献できる能力を培う。 

(ウ) 教育者・企業人としてのコミュニケーション能力を身に付けている。

 家庭、地域、企業、行政と協働して中学校・高等学校、地方自治体、福祉施設や企業

などといった組織において活躍するためには、コミュニケーション能力が必要となる。

ここでいうコミュニケーション能力とは、口頭言語によるコミュニケーションのみを指

すのではなく、情報機器等を用いたプレゼンテーション能力や文書作成能力、課題解決

を他者と協働して円滑に進めるための調整能力も含むものである。 

(エ) 教育・社会に関する課題に取り組むことが可能な課題発見・解決能力、論理的思考

力を身に付けている。 

 教育や社会に関する課題を解決するために、その課題を適切に把捉し、所属する組織

の中で共有する能力が求められる。また、多様な人々と協働して課題を発見し、適確に

位置付け、解決するためには、他者が理解できるための論理を構築する能力も必要であ

る。 

(オ) 高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、多様な人々と協働する力を

身に付けている。 

 生徒に対して倫理や良心、社会のルールの重要性を指導するためには、教育者自身が

高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従う心的態度を持たなければならな

い。学校教育法第 83 条に定めているように、大学の目的の 1つに道徳的能力を展開させ
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ることが挙げられるが、この能力は、生徒の教育に携わる教育者を目指す学生に修得さ

せなければならない能力であると言える。また、家庭、地域、企業、行政と協働して社

会的な支援を行うにあたっては、上記の能力をもって誠実に行動する必要がある。高い

倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従う能力は、学生に修得させるべき協働性

の基礎となるものである。 

 

 

1.4. 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、ならびに、養成す

る人材像や教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）との相関 

 心理・文化学科の人材養成方針ならびに教育上の目的は上記の通りであるが、この人材

養成方針、教育上の目的を踏まえ、心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプ

ロマ・ポリシー）を以下のように規定する。 

 

《心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）》 

① 教育者・企業人として相応しい教養を備え、専門領域の知識・技能を身に付けている（知

識・技能）。 

② 教育者・企業人としてのコミュニケーション・スキルを身に付けている（思考力・判断

力・表現力）。 

③ 人間の心理と文化に関する課題に取り組むための課題発見・解決能力、論理的思考力を

身に付けている（思考力・判断力・表現力）。 

④ 教育者・企業人として、高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、多様な

人々と協力して、地域や社会の発展のために主体的に貢献できる力を身に付けている

（主体性・協働性・倫理性）。 

 

 上記の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）については、文部科学省が

三つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポ

リシー）を策定する参考指針として示した「「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ

・ポリシー）、「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者

受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン」の

基本的な考え方に基づき、学是および「人材養成及び教育研究上の目的」を踏まえている。

さらに、学校教育法第 83 条「大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深

く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。」

に見える道徳的能力の展開の重要性に鑑み、高い倫理性をもって自己の良心や社会のルー

ルに従うことを、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に取り入れている。 

 

 この卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、養成する人材像や教育課

程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）と相関を有する。 

 まず、養成する人材像については、「1.3. 心理・文化学科における教育上の目的」にお

いて、心理・文化学科が養成すべき教育者・企業人について述べたが、おおよそ、(1) 幅

広い教養、ならびに人間の心理・文化についての専門領域の知識と技能を身に付け、人を
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支え、社会のために行動できる教育者・企業人、(2) 高い倫理性をもって自己の良心や社

会のルールに従い、ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創と発信を通じて社会に貢献

できる教育者・企業人、(3) 多様な考えを有する人々と協働して、人間の心理と文化に関

する知見を深め、現代社会において多岐にわたる課題を解決しつつ活躍する教育者・企業

人、にまとめられる。 

 上に掲げた心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、

上記（1）～（3）の養成する人材像を、学力の 3 要素、ならびに高等教育における道徳的

能力の展開の必要性、という観点から整理し直したものである。①の「教育者・企業人と

して相応しい教養を備え、専門領域の知識・技能を身に付けている」は、上記の養成する

人材像の（1）で記載した、幅広い教養、ならびに人間の心理・文化についての専門領域の

知識と技能を身に付けることに対応する。 

 続いて、②の「教育者・企業人としてのコミュニケーション・スキルを身に付けている」

は、上記（3）で記載した、多様な考えを有する人々と協働して、人間の心理と文化に関す

る知見を深めるということに関連して規定したものであり、③の「人間の心理と文化に関

する課題に取り組むための課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付けている」は、上

記（3）で記載した、現代社会において多岐にわたる課題を解決することと相関がある。 

 また、④の「教育者・企業人として、高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに

従い、多様な人々と協力して、地域や社会の発展のために主体的に貢献できる力を身に付

けている」は、上記（2）で記載した、高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従

うこと、および上記（3）で記載した、多様な考えを有する人々と協働して、人間の心理と

文化に関する知見を深めることに関連して規定したものである。 

 次に心理・文化学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）は、教育

内容、教育方法、教育評価の 3つの観点から構成される。教育内容の観点として、(1)キャ

リア教育科目を含めた総合共通科目を配置し、心理学コース、国語・書道教育コース、文

化文芸コースの 3 コースで構成し、教育者・企業人として必要な人間の心理と文化に関す

る専門的知識と技能を体系的に学ぶことができるように科目を配置する、(2)専門教育科目

は、学部共通科目、コース科目およびゼミナール科目に区分し、コース科目を心理学コー

ス、国語・書道教育コース、文化文芸コースの 3 コースで構成し、基礎的内容から応用・

発展的内容まで、体系的に学べるように科目を配置する、(3)専門的な知識と技能をより深

く理解できるように演習・実技・実習の科目を適切に配置する、の 3 点が挙げられる。ま

た、教育方法については、(4)主体的・能動的な学修態度を育むために、学生参加型学習、

グループワークなど双方向型の教育方法を実施する、(5)講義・演習・実習等の授業形態に

応じて、アクティブ・ラーニングを取り入れ、協働性を身に付けるとともに、課題解決能

力を育成する、(6)卒業研究（「キャリア発展ゼミナール」）は、身に付けた知識・論理的

思考力・分析力を活用し、自らの選んだ研究の成果が実を結ぶようにきめ細やかな指導を

実施する、の 3 点が挙げられる。これらの(1)～(6)の方針によって行った教育に対し、適

切に評価を行う。すなわち、教育評価の観点として、シラバスによってその内容と位置付

けを明確にして、成績評価基準に基づき単位を付与し、4 年間の学修成果を卒業要件の各

区分単位を満たしたことにより認定する。 

 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、基本的に教育課程編成・実施
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の方針（カリキュラム・ポリシー）の教育内容、教育方法の全体と相関するが、その相関

の度合いは項目によって差がある。卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

の①「教育者・企業人として相応しい教養を備え、専門的な知識や技能を身に付けている

（知識・技能）」は、上記の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）の 

(1)(2)(3)と相関し、②「教育者・企業人としてのコミュニケーション・スキルを身に付け

ている（思考力・判断力・表現力）」は、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポ

リシー）の(2)(4)(5)に相関する。また、③「人間の心理と文化に関する課題に取り組むた

めの課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付けている（思考力・判断力・表現力）」

は、上記教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）の(2)(5)(6)に相関し、④

「教育者・企業人として、高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、多様な

人々と協力して、地域や社会の発展のために主体的に貢献できる力を身に付けている（主

体性・協働性・倫理性）」は、上記教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）

の(1)(4)(5)に相関する。 

 以上の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）と、養成する人材像や教育

課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）との相関を表にまとめると、表 1のよ

うになる。 
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表 1 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）と、養成する人材像、教育課

程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）との相関 

卒業認定・学位授与の方針 

（ディプロマ・ポリシー） 相関する養成人材像 
相関する教育課程編成・実施の方針 

（カリキュラム・ポリシー） 

①教育者・企業人として相

応しい教養を備え、専門

的な知識や技能を身に

付けている。 

 

 

 

 

 

(1)幅広い教養、ならびに人

間の心理・文化について

の専門領域の知識と技能

を身に付け、人を支え、

社会のために行動できる

教育者・企業人 

 

 

 

(1)キャリア教育科目を含めた総合共通科目を配置
し、心理学コース、国語・書道教育コース、文化
文芸コースの3コースで構成し、教育者・企業人
として必要な人間の心理と文化に関する専門的
知識と技能を体系的に学ぶことができるように
科目を配置する。 

(2)専門教育科目は、学部共通科目、コース科目およ
びゼミナール科目に区分し、コース科目を心理学
コース、国語・書道教育コース、文化文芸コース
の3コースで構成し、基礎的内容から応用・発展
的内容まで、体系的に学べるように科目を配置す
る。 

(3)専門的な知識と技能をより深く理解できるよう
に演習・実技・実習の科目を適切に配置する。 

②教育者・企業人としての

コミュニケーション・ス

キルを身に付けている。 

 

(3)多様な考えを有する人々

と協働して、人間の心理

と文化に関する知見を有

する教育者・企業人 

 

(2)専門教育科目は、学部共通科目、コース科目およ
びゼミナール科目に区分し、コース科目を心理学
コース、国語・書道教育コース、文化文芸コース
の3コースで構成し、基礎的内容から応用・発展
的内容まで、体系的に学べるように科目を配置す
る。 

(4)主体的・能動的な学修態度を育むために、学生参
加型学習、グループワークなど双方向型の教育方
法を実施する。 

(5)講義・演習・実習等の授業形態に応じて、アクテ
ィブ・ラーニングを取り入れ、協働性を身に付け
るとともに、課題解決能力を育成する。 

③人間の心理と文化に関

する課題に取り組むた

めの課題発見・解決能力

、論理的思考力を身に付

けている。 

 

(3)現代社会において多岐に

わたる課題を解決しつつ

活躍する教育者・企業人 

 

(2)専門教育科目は、学部共通科目、コース科目およ

びゼミナール科目に区分し、コース科目を心理学

コース、国語・書道教育コース、文化文芸コース

の3コースで構成し、基礎的内容から応用・発展

的内容まで、体系的に学べるように科目を配置す

る。 

(5)講義・演習・実習等の授業形態に応じて、アクテ

ィブ・ラーニングを取り入れ、協働性を身に付け

るとともに、課題解決能力を育成する。 

(6)卒業研究（「キャリア発展ゼミナール」）は、身

に付けた知識・論理的思考力・分析力を活用し、

自らの選んだ研究の成果が実を結ぶようにきめ

細やかな指導を実施する。 

④教育者・企業人として、

高い倫理性をもって自

己の良心や社会のルー

ルに従い、多様な人々と

協力して、地域や社会の

発展のために主体的に

貢献できる力を身に付

けている。 

(2)高い倫理性をもって自己

の良心や社会のルールに

従い、ヒューマンケア、教

育、文化の新たな共創と発

信を通じて社会に貢献で

きる教育者・企業人 

(3)多様な考えを有する人々

と協働して、人間の心理

と文化に関する知見を有

する教育者・企業人 

(1)キャリア教育科目を含めた総合共通科目を配置

し、心理学コース、国語・書道教育コース、文化

文芸コースの3コースで構成し、教育者・企業人

として必要な人間の心理と文化に関する専門的

知識と技能を体系的に学ぶことができるように

科目を配置する。 

(4)主体的・能動的な学修態度を育むために、学生参

加型学習、グループワークなど双方向型の教育

方法を実施する。 

(5)講義・演習・実習等の授業形態に応じて、アクテ

ィブ・ラーニングを取り入れ、協働性を身に付け

るとともに、課題解決能力を育成する。 
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1.5. 心理・文化学科において研究対象となる中心的な学問分野 

 ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創と発信を通じて社会に貢献できる教育者・企

業人の養成を主たる目的とする心理・文化学科において、教育・研究の対象となる中心的

な学問分野は、心理学関連分野、日本語・日本文学関連分野、日本文化学関連分野である。 

 

（1）心理学関連分野 

  発達、認知、学習、心理統計等の人間の心と行動の法則を客観的に研究する基礎心理

学、および、心理実践のための臨床心理における理論や技法に関する応用心理学の教育

・研究を行い、認定心理士や公認心理師として社会的支援に関わる人材としての資質を

向上させる。 

 

（2）日本語・日本文学関連分野 

  日本語学、日本語表現学、日本文学等の教科教育研究を行い、中学校や高等学校教員

の人材の教科教授力を高める。 

 

（3）日本文化学分野 

  言語や歴史、文学、文化等の教育研究を行い、伝統を継承する観点から地域社会に寄

与できる人材の資質を向上させる。 

 

 

2. 学部・学科等の特色 

2.1. 心理・文化学科が重点的に取り組む機能 

 中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（平成 17（2005）年 1月）において

示された「高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化」では、大学が併有する 7 つの機

能として、①世界的研究・教育拠点、②高度専門職業人養成、③幅広い職業人養成、④総

合的教養教育、⑤特定の専門的分野（芸術、体育等）の教育・研究、⑥地域の生涯学習機

会の拠点、⑦社会的貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等）が挙げられた。 

 先に、「1.3. 心理・文化学科における教育上の目的」において、心理・文化学科が養成

すべき教育者・企業人について述べたが、当該学科が養成する人材像は、おおよそ、(1)

幅広い教養、ならびに人間の心理・文化についての専門領域の知識と技能を身に付け、人

を支え、社会のために行動できる教育者・企業人、(2)高い倫理性をもって自己の良心や社

会のルールに従い、ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創と発信を通じて社会に貢献

できる教育者・企業人、(3)多様な考えを有する人々と協働して、人間の心理と文化に関す

る知見を深め、現代社会において多岐にわたる課題を解決しつつ活躍する教育者・企業人、

にまとめられる。また、「1.4. 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、な

らびに、養成する人材像や教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）との相

関」において、心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）（①

～④）を掲げた。 
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 心理・文化学科が養成する人材像、ならびに、当該学科の卒業認定・学位授与の方針（デ

ィプロマ・ポリシー）に鑑みて、心理・文化学科は、大学が併有する 7つの機能の中で、

③幅広い職業人養成についての機能を重点的に担う。現在の社会状況や地域特性を勘案す

ると、地域・社会のために主体的に貢献できる能力を身に付けた教育者・企業人の養成が

必要である。この教育者・企業人は、家庭、地域、企業、行政と協働して中学校・高等学

校、地方自治体、福祉施設や企業などといった組織において、多岐にわたる教育・社会に

関する課題を解決しつつ活躍する職業人である。心理・文化学科は、教育者・企業人とし

ての専門性を身に付けた職業人を養成するという特色を有する学科として位置付けられる。 

 

 

2.2. 心理・文化学科と人間科学部他学科との関連性 

 心理・文化学科は、これまでの九州女子大学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻に

おいて展開してきた心理学および日本文化学を基盤とした教育体制を維持しつつ、職業人

として生徒に対する教育や社会的な支援に携わる人材を養成するという観点を重視した学

科である。 

 このたびの心理・文化学科の設置は、九州女子大学人間科学部人間発達学科に設置して

いる 2専攻のうち、人間基礎学専攻を改編するものである。併せて、もう 1つの専攻であ

る人間発達学専攻については、令和 5（2023）年度に児童・幼児教育学科への改編を計画

している。心理・文化学科は、公認心理師の養成、ならびに、中学校・高等学校の国語科

教員養成をさらに強化するとともに、これからの教員に求められる生徒や保護者との関わ

りにおいて必要となる心理学分野に関する知識を備えた教員を育成するという観点から設

置するものである。一方、児童・幼児教育学科は、これまで人間科学部人間発達学科人間

発達学専攻において取り組んできた教育者・保育者の養成をさらに強化したものである。

今回の九州女子大学人間発達学科の組織改編は、これまで取り組んできた人間発達学科に

おける職業人養成の機能をより強化し、高等教育機関としての特色をより明確にするもの

であり、地域の人材ニーズに応じた教育研究活動を展開するにあたり必要な改編である。 

 

 

3. 学部・学科の名称および学位の名称 

3.1. 学部、学科の名称 

 上述した学科設置の趣旨ならびに人材養成の方針および教育研究上の目的を踏まえ、こ

のたび設置する学科の名称を「心理・文化学科」にする。 

 九州女子大学人間科学部心理・文化学科の人材養成の方針・教育研究上の目的は、当該

学科の基礎となる九州女子大学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻の人材養成方針・

教育研究上の目的を継承・発展させたものである。 

 これまで本学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻では、幅広い教養に併せて心理学

・日本文化および情報処理等に関する実践的能力や免許・資格を有する人材の養成を行っ

てきた。このような人材養成の観点を踏まえつつ、現在の社会状況や地域特性を勘案して

求められる観点は、地域・社会のために主体的に貢献できる能力を身に付けた教育者・企
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業人の養成である。この教育者・企業人は、家庭、地域、企業、行政と協働して中学校・

高等学校、地方自治体、福祉施設や企業などといった組織において、多岐にわたる教育・

社会に関する課題を解決しつつ活躍する職業人である。 

 そこで、これまでの本学人間科学部人間発達学科人間基礎学専攻において展開してきた

心理学および日本文化学を基盤とした教育体制をさらに強化するという観点から、このた

び設置する学科名称を「心理・文化学科」とするものである。 

 人間科学部、ならびに心理・文化学科の英訳名称は下記のとおりである。 

 人間科学部  ：Faculty of Human Sciences 

 心理・文化学科：Department of Psychology and Culture 

 

 

3.2. 学位の名称 

 九州女子大学は、平成 17（2005）年に学部改編により人間科学部を設置した。その後、

平成 22（2010）年の学科改編に伴い、当該学科の基礎となる九州女子大学人間科学部人間

発達学科人間基礎学専攻が設置された。心理・文化学科は、人間発達学科人間基礎学専攻

の人材養成方針・教育研究上の目的を継承・発展させたものであることから、本学科の学

位に付与する専攻分野の名称は、これまでの九州女子大学人間科学部において学位に付与

してきた専攻分野である「文学」とし、授与する学位は「学士（文学）」とする。 

 心理・文化学科の学位の英語名称は下記のとおりである。 

 

  心理・文化学科の学位：学士（文学） Bachelor of Arts 

 

 

4. 教育課程の編成の考え方および特色 

4.1. 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、ならびに養成す

る人材像や卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）との相関 

 心理・文化学科の教育課程は、人間の心理と文化に関する専門性と広い視野を有し、社

会に貢献できる、豊かな人間性と高い倫理性を備えた教育者・企業人となる人材の養成に

基づいて編成するものであるが、当該学科の教育課程は、九州女子大学の教育課程の中で

位置付けられるものである。 

九州女子大学人間科学部の教育課程は、〈総合共通科目〉〈専門教育科目〉〈自由選択

科目〉〈留学生特別科目〉の科目区分から成る（以下、本文中の科目区分、科目領域、コ

ースの名称を〈 〉で示す）。このうち、〈総合共通科目〉〈自由選択科目〉〈留学生特

別科目〉の 3科目区分は、基本的に全学共通の科目によって編成されている。九州女子大

学の各学科の教育課程の特徴は、主に〈専門教育科目〉に現れるが、この〈専門教育科目〉

とともに、〈総合共通科目〉に配置する諸科目も、九州女子大学の学生として学修すべき

科目が配置されており、心理・文化学科の教育課程においても重視すべき科目区分である。

心理・文化学科では、公認心理師（受験資格：要実務経験又は大学院進学）、認定心理士、

中学校教諭一種免許状（国語）、高等学校教諭一種免許状（国語）（書道）を取得するた
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めに、総合共通科目を基盤として、専門教育科目において理論・概論、実践に係る科目を

順次的に配置している。そのうえで、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

の実現に向けて、人間の心理ならびに文化という 2つの視点を明確化し、かつ有機的に働

く教育課程を編成するものとする。 

 

 心理・文化学科の教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー) を以下のように

規定する。 

 

《心理・文化教育学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）》 

【教育内容】 

1．〈キャリア教育科目〉を含めた〈総合共通科目〉を配置し、〈心理学コース〉、〈国語

・書道教育コース〉、〈文化文芸コース〉の 3コースで構成し、教育者・企業人として

必要な人間の心理と文化に関する専門的知識と技能を体系的に学ぶことができるよう

に科目を配置する。 

2．〈専門教育科目〉は、〈学部共通科目〉、〈コース科目〉および〈ゼミナール科目〉に

区分し、〈コース科目〉を〈心理学コース〉、〈国語・書道教育コース〉、〈文化文芸

コース〉の 3 コースで構成し、基礎的内容から応用・発展的内容まで、体系的に学べる

ように科目を配置する。 

3．専門的な知識と技能をより深く理解できるように演習・実技・実習の科目を適切に配置

する。 

【教育方法】 

1．主体的・能動的な学修態度を育むために、学生参加型学習、グループワークなど双方向

型の教育方法を実施する。 

2．講義・演習・実習等の授業形態に応じて、アクティブ・ラーニングを取り入れ、協働性

を身に付けるとともに、課題解決能力を育成する。 

3．卒業研究（「キャリア発展ゼミナール」）は、身に付けた知識・論理的思考力・分析力

を活用し、自らの選んだ研究の成果が実を結ぶようにきめ細やかな指導を実施する。 

【教育評価】 

1．各授業は、シラバスによってその内容と位置付けを明確にし、成績評価基準に基づき単

位を付与する。 

2．4 年間の学修成果は、卒業要件の各区分単位を満たしたことにより認定する。 

 

 心理・文化学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）は、教育内容、

教育方法、教育評価の 3 つの観点から構成される。この教育課程編成・実施の方針（カリ

キュラム・ポリシー）は、心理・文化学科の養成する人材像や卒業認定・学位授与の方針

（ディプロマ・ポリシー）と相関を有する。心理・文化学科が目指すヒューマンケア、教

育、文化の新たな共創と発信を通じて社会に貢献できる職業人の養成を達成するための最

適な内容・方法の方針を挙げるとともに、学生の学修成果を適確に把握するための評価の

方針を掲げている。 

 心理・文化学科の養成する人材像は、「1.3. 心理・文化学科における教育上の目的」で
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述べたように、(1)幅広い教養、ならびに人間の心理・文化についての専門領域の知識と技

能を身に付け、人を支え、社会のために行動できる教育者・企業人を養成する、(2)高い倫

理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、ヒューマンケア、教育、文化の新たな共

創と発信を通じて社会に貢献できる教育者・企業人を養成する、(3)多様な考えを有する人

々と協働して、人間の心理と文化に関する知見を深め、現代社会において多岐にわたる課

題を解決しつつ活躍する教育者・企業人を養成する、の 3 点である。これら 3点は、基本

的に教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）の教育内容、教育方法の全体

と相関するが、その相関の度合いは項目によって差がある。その差を勘案して、明示する

と、表 2 のようになる。 

 

表 2 心理・文化学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）と養成

する人材像との相関 
教育課程編成・実施の方針 

（カリキュラム・ポリシー） 養成する人材像 

教

育

内

容 

1.キャリア教育科目を含めた総合共通科目を

配置し、心理学コース、国語・書道教育コー

ス、文化文芸コースの3コースで構成し、教

育者・企業人として必要な人間の心理と文化

に関する専門的知識と技能を体系的に学ぶ

ことができるように科目を配置する。 

(1)幅広い教養、ならびに人間の心理・文化につい

ての専門領域の知識と技能を身に付けた教育

者・企業人 

(2)高い倫理性をもって自己の良心や社会のルー

ルに従える教育者・企業人 

 

2.専門教育科目は、学部共通科目、コース科目

およびゼミナール科目に区分し、コース科目

を心理学コース、国語・書道教育コース、文

化文芸コースの3コースで構成し、基礎的内

容から応用・発展的内容まで、体系的に学べ

るように科目を配置する。 

(3)多様な考えを有する人々と協働して、人間の心

理と文化に関する知見を深め、現代社会におい

て多岐にわたる課題を解決しつつ活躍する教

育者・企業人 

 

 

3.専門的な知識と技能をより深く理解できる

ように演習・実技・実習の科目を適切に配置

する。 

 

(1)人を支え、社会のために行動できる教育者・企

業人 

(2)ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創と発

信を通じて社会に貢献できる教育者・企業人 

教

育

方

法 

1.主体的・能動的な学修態度を育むために、学

生参加型学習、グループワークなど双方向型

の教育方法を実施する。 

(2)ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創と発

信を通じて社会に貢献できる教育者・企業人 

2.講義・演習・実習等の授業形態に応じて、ア

クティブ・ラーニングを取り入れ、協働性を

身に付けるとともに、課題解決能力を育成す

る。 

 

(3)多様な考えを有する人々と協働して、人間の心

理と文化に関する知見を深め、現代社会におい

て多岐にわたる課題を解決しつつ活躍する教

育者・企業人 

3.卒業研究（「キャリア発展ゼミナール」）は、

身に付けた知識・論理的思考力・分析力を活

用し、自らの選んだ研究の成果が実を結ぶよ

うにきめ細やかな指導を実施する。 

(1)人を支え、社会のために行動できる教育者・企

業人 

(2)ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創と発

信を通じて社会に貢献できる教育者・企業人 

 

心理・文化学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）と養成する人

材像との相関は、上表のようになる。基本的に教育課程編成・実施の方針（カリキュラム
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・ポリシー）の教育内容、教育方法の全体と相関するが、その差を明示したのが表 2であ

る。養成する人材像と心理・文化学科の教育課程の相関も同様である。すなわち、基本的

に養成する人材像は教育課程の全体と相関するが、その相関の度合いは項目によって差が

見える。表 3は、心理・文化学科における養成する人材像と科目区分等との主な相関を表

したものである。 

 

表 3 心理・文化学科の養成する人材像と科目区分等との相関 

養成する人材像 相関する主な科目区分等 

(1)幅広い教養、ならびに人間の心理・文化について

の専門領域の知識と技能を身に付け、人を支え、

社会のために行動できる教育者・企業人 

○学部共通科目 

○コース科目 

(2)高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに

従い、ヒューマンケア、教育、文化の新たな共創

と発信を通じて社会に貢献できる能力を身に付け

た教育者・企業人 

○総合共通科目 教養教育科目 歴史・社会領域「人権

・同和教育」 

○総合共通科目 教養教育科目 人間・環境領域「共生

社会を生きる」 

○総合共通科目 キャリア教育科目 キャリアデザイ

ン領域「キャリア基礎演習Ⅰ」「キャリア基礎演習

Ⅱ」「キャリア基礎演習Ⅲ」など 

(3)多様な考えを有する人々と協働して、人間の心理

と文化に関する知見を深め、現代社会において多

岐にわたる課題を解決しつつ活躍する教育者・企

業人 

○総合共通科目 教養教育科目 人間・環境領域「共生

社会を生きる」 

○総合共通科目 キャリア教育科目 キャリアデザイ

ン領域「キャリア基礎演習Ⅰ」「キャリア基礎演習

Ⅱ」「キャリア基礎演習Ⅲ」 

○専門教育科目 ゼミナール科目「キャリア発展ゼミ

ナール」など 

 

「1.4. 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、ならびに、養成する人材

像や教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）との相関」において、卒業認

定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）について、①教育者・企業人として相応し

い教養を備え、専門的な知識や技能を身に付けている（知識・技能）、②教育者・企業人

としてのコミュニケーション・スキルを身に付けている（思考力・判断力・表現力）、③

人間の心理と文化に関する課題に取り組むための課題発見・解決能力、論理的思考力を身

に付けている（思考力・判断力・表現力）、④教育者・企業人として、高い倫理性をもっ

て自己の良心や社会のルールに従い、多様な人々と協力して、地域や社会の発展のために

主体的に貢献できる力を身に付けている（主体性・協働性・倫理性）、と規定した。これ

らの卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、基本的に教育課程編成・実

施の方針（カリキュラム・ポリシー）の教育内容、教育方法の全体と相関するが、その相

関の度合いは項目によって差がある。その差を勘案して、明示すると、表 4 のようになる。 
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表4 心理・文化学科の教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）と卒業
認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）の相関 

教育課程編成・実施の方針 

（カリキュラム・ポリシー） 

卒業認定・学位授与の方針 

（ディプロマ・ポリシー） 

教

育

内

容 

1.キャリア教育科目を含めた総合共通科目を

配置し、心理学コース、国語・書道教育コ

ース、文化文芸コースの3コースで構成し、

教育者・企業人として必要な人間の心理と

文化に関する専門的知識と技能を体系的に

学ぶことができるように科目を配置する。 

①教育者・企業人として相応しい教養を備えてい

る。 

①教育者・企業人として相応しい専門領域の知識・

技能を身に付けている。 

④教育者・企業人として、高い倫理性をもって自己

の良心や社会のルールに従うことができる。 

2.専門教育科目は、学部共通科目、コース科

目およびゼミナール科目に区分し、コース

科目を心理学コース、国語・書道教育コー

ス、文化文芸コースの3コースで構成し、基

礎的内容から応用・発展的内容まで、体系

的に学べるように科目を配置する。 

①教育者・企業人として相応しい専門的な知識や技

能を身に付けている 

②教育者・企業人としてのコミュニケーション・ス

キルを身に付けている。 

③人間の心理と文化に関する課題に取り組むため

の課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付け

ている。 

3.専門的な知識と技能をより深く理解できる

ように演習・実技・実習の科目を適切に配

置する。 

①教育者・企業人として相応しい専門領域の知識・

技能を身に付けている 

教

育

方

法 

1.主体的・能動的な学修態度を育むために、

学生参加型学習、グループワークなど双方

向型の教育方法を実施する。 

②教育者・企業人としてのコミュニケーション・ス

キルを身に付けている。 

④教育者・企業人として、多様な人々と協力して、

地域や社会の発展のために主体的に貢献できる

力を身に付けている。 

2.講義・演習・実習等の授業形態に応じて、

アクティブ・ラーニングを取り入れ、協働

性を身に付けるとともに、課題解決能力を

育成する。 

 

 

②教育者・企業人としてのコミュニケーション・ス

キルを身に付けている。 

③人間の心理と文化に関する課題に取り組むため

の課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付け

ている。 

④教育者・企業人として、多様な人々と協力して、

地域や社会の発展のために主体的に貢献できる

力を身に付けている。 

3.卒業研究（「キャリア発展ゼミナール」）

は、身に付けた知識・論理的思考力・分析

力を活用し、自らの選んだ研究の成果が実

を結ぶようにきめ細やかな指導を実施す

る。 

③人間の心理と文化に関する課題に取り組むため

の課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付け

ている。 

 

 

心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）と教育課程につ

いても、その相関は全体に及ぶものであるが、その度合いもまた項目によって差が存在す

る。卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）と科目区分等についてまとめた

のが、表 5である。 
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表5 心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）と科目区分と

の相関 

卒業認定・学位授与の方針 

（ディプロマ・ポリシー） 相関する主な科目区分等 

①教育者・企業人として相応しい教養を備え、

専門領域の知識・技能を身に付けている 

 

○総合共通科目の教養教育科目、言語・異文化理解科目、

情報教育科目 

○専門教育科目の学部共通科目、コース科目など 

②教育者・企業人としてのコミュニケーション

・スキルを身に付けている 

○総合共通科目の言語・異文化言語科目、情報処理科目、

キャリア教育科目 

○専門教育科目のゼミナール科目 

③人間の心理と文化に関する課題に取り組むた

めの課題発見・解決能力、論理的思考力を身

に付けている 

 

○総合共通科目の情報教育科目、キャリア教育科目（キャ

リアデザイン領域、キャリア発展領域） 

○専門教育科目のゼミナール科目、教職に関する専門教育

科目など 

④教育者・企業人として、高い倫理性をもって

自己の良心や社会のルールに従い、多様な人

々と協力して、地域や社会の発展のために主

体的に貢献できる力を身に付けている 

○総合共通科目の「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基

礎演習Ⅲ」「人権・同和教育」「共生社会を生きる」 

○専門教育科目のゼミナール科目、教職に関する専門教育

科目など 

 

 心理・文化学科は、以上のように、養成する人材像や卒業認定・学位授与の方針（ディ

プロマ・ポリシー）と教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）や科目区分

との相関がある。 

 

 

4.2.科目区分の設定とその理由 

 九州女子大学人間科学部の教育課程は、大きく、〈総合共通科目〉〈専門教育科目〉〈自

由選択科目〉〈留学生特別科目〉の科目区分から成る。このうち、〈総合共通科目〉〈自

由選択科目〉〈留学生特別科目〉の 3科目区分は、基本的に全学共通の科目が配置されて

おり、〈専門教育科目〉は、各学科の専門教育に係る科目が配置されている。この科目区

分、ならびに、下位区分を図示すると、表 6のようになる。 
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 表 6 人間科学部 心理・文化学科の科目区分 

科目区分 

総合共通科目 
 
 
 
 
 
 
 

教養教育科目 
 
 

文化・芸術領域 
歴史・社会領域 
人間・環境領域 

言語・異文化理解科目 

情報教育科目 

健康教育科目 

キャリア教育科目 
 

キャリアデザイン領域 
キャリア発展領域 

専門教育科目 
 
 
 
 
 

学部共通科目 

コース科目 
 

心理学コース 
国語・書道教育コース 
文化文芸コース 

ゼミナール科目 

教職に関する専門教育科目 

自由選択科目 

留学生特別科目 

 

 〈総合共通科目〉は、基本的に全学で開講する科目であり、九州女子大学の学生全員が

受講することが可能な科目である。共通教育において学修すべき学的領域は、教養のみに

留まるものではなく、キャリア教育、健康に資する科目をも含むものである。また、教養

に関して言えば、教養は、狭義には、現代社会において活動するのに必要な人文・社会・

科学の諸分野についての知識・技能を指すと言える。だが、現代の社会において活動する

ためには、外国語運用や情報処理等の知識・技能も必要となる。教養は、高等教育を受け

た者が持つべき、人文・社会・科学の幅広い分野にわたって体系的に把握しようとし、そ

の把握した内容を活用できる基礎的な能力である。そこで、九州女子大学の学生が修得す

べきこれらの科目を〈総合共通科目〉として配置した。 

 また、〈総合共通科目〉は、〈教養教育科目〉〈言語・異文化理解科目〉〈情報処理科

目〉〈健康教育科目〉〈キャリア教育科目〉から成る。さらに、〈教養教育科目〉は、〈文

化・芸術領域〉〈歴史・社会領域〉〈人間・環境領域〉の 3領域から成り、〈キャリア教

育科目〉は〈キャリアデザイン領域〉〈キャリア発展領域〉から成る。この科目区分の詳

細は、「4.8. 教養教育の実施方針、および教育課程編成上の具体的工夫」において記載す

る。 

 〈専門教育科目〉は、心理・文化学科の専門分野に直接関わる科目区分を 4つの区分に

分けて設定する。これらの科目区分は、心理・文化学科の設置の趣旨、教育理念および養

成する人材像をもとに、人間の心理と文化に関する専門性を身に付けるために修得すべき

必要な科目、公認心理師および教員免許状を取得するために必要不可欠な専門科目を体系

的、かつ系統的に配置している。 

 〈自由選択科目〉は、〈図書館司書課程科目〉〈学校図書館司書教諭課程科目〉〈K-CIP

科目〉から成り、図書館司書や学校図書館司書教諭の資格の取得を希望する者や卒業後に

公務員の職に就くことを希望する者のための科目を配置し、学生が自由に選択できるよう

に構成する。〈留学生特別科目〉は、外国人留学生のみを対象とした科目区分であり、日

本語能力の向上や日本の文化・社会の理解のために配置する。 
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 このように、人間の心理と文化に関する専門性と広い視野を有し、社会に貢献できる、

豊かな人間性と高い倫理性を備えた人材を養成するという方針のもとに、〈総合共通科目〉

等と〈専門教育科目〉を体系的に配置した教育課程を編成する。 

 

 

4.3. 各科目区分の科目構成とその理由 

 心理・文化学科の〈専門教育科目〉は、〈学部共通科目〉〈コース科目〉〈ゼミナール

科目〉〈教職に関する専門教育科目〉によって構成する。以下、各科目区分の科目構成と

その理由について述べる。 

 〈学部共通科目〉は、人間科学部の心理・文化学科と児童・幼児教育学科（令和 4 年 3

月設置認可申請）に在籍する学生が受講できる科目である。人間科学部の教育目的である

「子どもの教育および発達支援に関する学問領域と人間の心理・文化に関する学問領域に

おいて専門的教育・研究を行い、各専門分野の知識・技能と幅広い教養を身に付けた人材

を養成する」ことを達成するという観点から、子どもの教育上必要不可欠な基礎的な知識

を成す言語・学習、発達や心理等、心理・文化学科と児童・幼児教育学科の学生にとって、

共通して修得すべき知識を学ぶ科目として配置する。「人間科学概論」「学習・言語心理

学」「心理学概論」「発達心理学」「コミュニケーション概論」「社会調査法」「教育・

学校心理学」の 7 科目で構成する。 

〈コース科目〉は、〈心理学コース〉〈国語・書道教育コース〉〈文化文芸コース〉で

構成する。〈心理学コース〉では、多彩なフィールドで活躍する心理カウンセラーやコミ

ュニケーション力を備えて企業・地域で活躍する人材の育成を目指すことから、認定心理

士の取得および公認心理師の受験資格に必要な学部科目を 25 科目配置する。〈国語・書道

教育コース〉では、豊かな国語力と書道による表現力を身に付け、中学校・高等学校の教

育者として社会に貢献する実践的指導力のある教員の養成を目指すことから、中学校教諭

一種免許状（国語）および高等学校教諭一種免許状（国語）（書道）の取得に必要な教育

職員免許法施行規則に定める科目区分のうち、教科に関する専門的事項に定める科目、お

よび教育の基礎的理解に関する科目の一部科目を配置する。〈文化文芸コース〉では、伝

統文化としての書道や文芸とともに、アニメーション、メディア等の現代文化についての

学びを通して、創造力・企画力を身に付け、地域で活躍する人材の育成を目指すことから、

伝統文化としての書道や文芸、メディア等の現代文化に関する科目、および中学校教諭一

種免許状（国語）および高等学校教諭一種免許状（国語）（書道）の取得に必要な教育職

員免許法施行規則に定める科目区分のうち、教科に関する専門的事項に定める科目の一部

科目を配置する。 

 〈ゼミナール科目〉は、「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」と「キャリア発展ゼミナー

ル」で構成する。2 年次前期開講科目の「ゼミナールⅠ」は、情報収集の実践に重点を置

き、2 年次後期開講科目「ゼミナールⅡ」は、多面的な情報収集の手法の習得、要約・分

析の実践に重点を置く。3 年次開講科目「ゼミナールⅢ」「ゼミナールⅣ」においては、

グループで情報収集・要約・分析、発表を行うことに重点を置く。「ゼミナールⅠ」～「ゼ

ミナールⅣ」は、教育者・企業人として必要な課題発見力、論理的思考力、主体性・協働

性およびコミュニケーション力等の知識とスキルを高めることを目指した科目であり、同
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一科目の複数開講となるが、組織的、均一的に授業運営がなされる。4 年次開講科目であ

る「キャリア発展ゼミナール」は、〈総合共通科目〉の〈キャリア教育科目〉〈キャリア

デザイン領域〉に配置している演習科目「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」

で学修した内容と、〈専門教育科目〉の〈ゼミナール科目〉に配置している演習科目「ゼ

ミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」で学修した内容を統合した科目であり、担当教員の指導

を受けながら 4 年次で学修する内容を学修ポートフォリオとしてまとめるとともに、卒業

研究を作成する。担当教員は、担当した学生の学修ポートフォリオを参照して、学生の学

修内容に適した卒業研究の指導を行い、心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（デ

ィプロマ・ポリシー）の実現を図る。 

 〈教職に関する専門教育科目〉は、中学校教諭一種免許状（国語）、高等学校教諭一種

免許状（国語）（書道）を取得するために必要となる各教科の指導法に関する科目や教育

の基礎的理解に関する科目を自由科目として配置する。 

 以上のように、心理・文化学科では、〈学部共通科目〉〈コース科目〉〈ゼミナール科

目〉〈教職に関する専門教育科目〉の 4 つの区分の〈専門教育科目〉を設けることにより、

学生のニーズに沿った履修を可能とする。 

 

 

4.4.新学科設置の趣旨ならびに新学科の特色を実現するための科目の対応関係 

 心理・文化学科では、今回の学科改編に伴い、学科の卒業認定・学位授与の方針（ディ

プロマ・ポリシー）の実現に向けて人間の心理と文化というこの 2つの視点を明確化し、

かつ有機的に働く教育課程を編成する。なお、取得できる免許・資格が多岐にわたるため、

学生は所属するコースの推奨する免許・資格の取得に注力し、複数の免許・資格の取得が

可能になるよう科目を配置している。 

また、教育方針の特色は、「2.1.心理・文化学科が重点的に取り組む機能」で述べたよ

うに、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（平成 17（2005）年 1 月）で示

された大学の 7 つの主な機能のうち、特に「幅広い職業人養成」を重点的に担い、教育者

・企業人の養成に主軸を置いた学科として、社会的貢献機能のうち、地域教育の振興と人

材養成への貢献につながる機能を果たすこととしている。 

すなわち、「幅広い職業人養成」については、本学科の目的である、家庭、地域、企業、

行政と協働して中学校・高等学校、地方自治体、福祉施設や企業などといった組織におい

て、多岐にわたる教育・社会に関する課題を解決しつつ活躍する職業人の養成を意図した

ものであり、「4.1. 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、ならびに養

成する人材像や卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）との相関」から「4.3. 

各科目区分の科目構成とその理由」で述べたとおり、本学科が掲げる人材像を養成するた

めに、養成する人材像と 4年間の教育課程全体とを関連付け、包括的かつ体系的に教育課

程を編成する。 
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4.5. 必修科目・選択科目・自由科目の構成とその理由 

心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）の実現を図るた

め、以下の基本的な考えに基づいて必修科目・選択科目・自由科目を設ける。心理・文化

学科では、3 コース制の教育課程を編成し、各コースにおいて取得を推奨する免許・資格

を設定し、学生は所属コースの推奨する免許・資格に注力する。 

〈総合共通科目〉では、〈言語・異文化理解科目〉に配置する「日本語表現法Ⅰ」「日

本語表現法Ⅱ」「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語コミュニケーションⅠ」「英語コミュニケー

ションⅡ」の 6科目と〈情報教育科目〉に配置する「情報処理演習Ⅰ」「情報処理演習Ⅱ」

の 2科目、〈キャリアデザイン領域〉に配置する「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基

礎演習Ⅲ」の 3 科目、「キャリアデザインⅠ」の 1科目の合計 12 科目を必修科目とする。 

「日本語表現法Ⅰ」「日本語表現法Ⅱ」は、教育者・企業人として、適切な日本語表現

力を身に付けるため、必修科目とする。「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語コミュニケーション

Ⅰ」「英語コミュニケーションⅡ」は、グローバル社会への対応力として必要不可欠な言

語表現力を身に付けるため、「情報処理演習Ⅰ」「情報処理演習Ⅱ」は、近年急速に進む

高度情報化に対応できる情報技術を身に付けることを目的として、それぞれ必修科目とす

る。「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」の 3科目は、学修ポートフォリオ

を作成して担当教員と学修状況を共有しながら学生自身の学びの深化を把握することを可

能にする科目であり、修学支援の観点からも全学生を対象に実施する。「キャリアデザイ

ンⅠ」は、将来のキャリアに関する意識の醸成および就職までのプロセスの明確化を図る

ために必要となる科目である。 

上述した 12 科目以外の科目は選択科目とする。これらの選択科目は、基礎学力を培い主

体的な学修を促すとともに、幅広い教養とこれからの Society5.0 の社会で生き抜くために

必要な基礎的知識・ICT 活用能力を身に付けて社会に貢献できる人材養成を図る観点から

科目を配置し、学生が自らの関心をもって選択できるよう構成している。ただし、選択科

目のうち、教育職員免許法施行規則に定める「現代国家と法（日本国憲法）」「人権・同

和教育」「スポーツ」「健康の科学」の 4科目は、教員の免許状取得のための必修科目と

して設定し、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）の教育者として相応し

い教養と技能を備えておくことを図る。 

〈専門教育科目〉では、〈学部共通科目〉に配置する「人間科学概論」と〈ゼミナール

科目〉に配置する「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」「キャリア発展ゼミナール」の計

6 科目を必修科目とする。1年前期に開講する「人間科学概論」は、各学科の専門科目を学

ぶうえで共通した基礎科目であり、多面的な視点から教育と対人援助職の諸問題を捉える

視点を養い、さらにコース選択を意図して必修化する。2年前期～3 年後期に配置する「ゼ

ミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」および 4年通年履修する「キャリア発展ゼミナール」は、

本学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）の実現を図る重要科目と位

置付けられるため、必修科目とする。 

上述した 6科目以外の〈専門教育科目〉のうち、〈学部共通科目〉および〈コース科目〉

はすべて選択科目として設定する。本学科は、各コースにおいて取得を推奨する免許・資

格を設定しているが、公認心理師（受験資格）や認定心理士、教員免許状の取得を卒業要
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件とはしておらず、学生の適性や希望進路に応じて履修科目を選択可能とするため、選択

科目として配置する。 

〈専門教育科目〉の〈教職に関する専門教育科目〉については、中学校・高等学校の

教育職員を目指す学生について、一般的な科目の他、教職課程のより専門的な科目を受

講させるため、全 17 科目を自由科目とする。 

 

 

4.6. 履修順序（配当年次）の考え方 

 心理・文化学科では、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる教

育者・企業人を養成するため、以下に示す学年次ごとの考え方に基づいて体系的に年次配

当する。 

 

1 年次：幅広い教養と教育者・企業人となる自覚を深めるための基礎知識の修得と目的

意識の明確化 

2 年次：教育者・企業人となるための専門的知識・技能の修得と基礎的指導力の養成 

3 年次：深い専門知識の修得と教育場面や社会現場における発展・応用的実践力の養成 

4 年次：課題発見・解決能力、論理的思考力の修得と教育者・企業人となる倫理性の 

獲得 

 

 上述の考え方に基づいて、1 年次では、講義科目を多く配置しながら、主体的・能動的

な学修態度を育むため、学生参加型学習、グループワークなど双方向性型教育方法を取り

入れる。2 年次から 3 年次は、教育者・企業人となるための専門的な科目の順次性を考慮

して配置し、専門的・発展的・実践的な内容の科目を講義科目、演習科目、実習科目によ

って構成する。4 年次は、「キャリア発展ゼミナール」において、学修の集大成と位置付

ける卒業研究を作成し、課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付けさせると同時に、

教育者・企業人としての倫理性を獲得させる。 

 

 

4.7. 科目の設定単位数の考え方 

 心理・文化学科に配置する授業科目の単位数は、大学設置基準第 21 条に基づき、九州女

子大学学則第 31 条において、以下のとおり規定している。 

 第 31 条 1 単位は、授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成する
ことを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必
要な学修を考慮して、次のとおり単位数を定める。 

(1) 講義及び演習については、15 時間から 30 時間の授業をもって 1 単位とする。 
(2) 実験及び実習並びに実技については、30 時間から 45 時間の授業をもって 1 単

位とする。 
(3) 前各号の規定にかかわらず、卒業研究等の授業科目については、その学修の成

果を評価するものとし、所定の単位を与える。 

 さらに、講義、演習、実験・実習の科目の特性に鑑み、45 時間の学修を必要とする内

容を踏まえ、授業形態ごとに単位数を設定する。また、演習の中で自学自習に重点をお

く以下の授業科目は、講義と同様の取り扱いとし、授業時間を 15 時間、自学自習を 30
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時間と設定する。 

「心理学統計法Ⅰ」「心理学統計法Ⅱ」「心理的アセスメント」「心理演習」「日

本古典文学演習」「日本近現代文学演習」「コース実践演習Ⅰ」「コース実践演習

Ⅱ」「コース実践演習Ⅲ」「教職実践演習（中等）」 

 

なお、人間科学部履修規程第 10 条において、以下のとおり規定している。 

 第 10 条 各授業科目の単位数は、1 単位の履修時間を 45 時間の学修を必要とする
内容をもって構成することを基準とし、授業方法に応じて次のとおり単位数を定
める。ただし、1 限（90 分）を 2 時間として計算する。 

(1) 講義については、15 時間の授業と 30 時間の自修をもって 1 単位とする。 
 (2) 演習については、30 時間の授業と 15 時間の自修をもって 1 単位とする。 
    ただし、以下の学科の科目については、15 時間の授業と 30 時間の自修をもっ

て 1 単位とする。 
   心理・文化学科 
    「心理学統計法Ⅰ」「心理学統計法Ⅱ」「心理的アセスメント」「心理演

習」「日本古典文学演習」「日本近現代文学演習」「コース実践演習Ⅰ」
「コース実践演習Ⅱ」「コース実践演習Ⅲ」「教職実践演習（中等）」 

 (3) 実験・実習については、30 時間の授業と 15 時間の自修をもって 1 単位とする。 
 ただし、以下の科目については、45 時間の授業をもって 1 単位とする。 

「保育実習Ⅰ」「保育実習Ⅱ」「施設実習Ⅰ」「施設実習Ⅱ」 
(4) 実技については、30 時間の授業と 15 時間の自修をもって 1 単位とする。 

 (5) 一つの授業科目について、前各号の規定する授業方法のうち二以上の方法の併
用により行う場合については、その組み合わせに応じ、それぞれの授業方法ごと
の単位数の算定基準を考慮して定める時間の授業をもって 1 単位とする。 

 

 

4.8. 教養教育の実施方針、および教育課程編成上の具体的工夫 

 教養教育については、中央教育審議会答申「新しい時代における教養教育の在り方につ

いて」（平成 14（2002）年 2 月）が、大学の教養教育の課題に関連して、「新たに構築さ

れる教養教育は，学生に，グローバル化や科学技術の進展など社会の激しい変化に対応し

得る統合された知の基盤を与えるものでなければならない。各大学は，理系・文系，人文

科学，社会科学，自然科学といった従来の縦割りの学問分野による知識伝達型の教育や，

専門教育への単なる入門教育ではなく，専門分野の枠を超えて共通に求められる知識や思

考法などの知的な技法の獲得や，人間としての在り方や生き方に関する深い洞察，現実を

正しく理解する力の涵養など，新しい時代に求められる教養教育の制度設計に全力で取り

組む必要がある」と提言し、また、中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」

（平成 20（2008）年 12 月）では、教養教育や専門教育などの科目区分にこだわるのでな

く、一貫した学士課程教育として組織的に取り組む必要性が提言されている。 

 九州女子大学は、上記答申の提言を受け、本学に入学する学生が共通して必要となる幅

広い教養を修得する必要があると考え、平成 22（2010）年に九州女子大学共通教育機構を

設置した（令和 3（2021）年度より九州女子大学共通教育センターに名称を変更した）。 

 また、先掲答申「新しい時代における教養教育の在り方について」では、教養教育に携

わる教員が自らの学問を追究する姿勢や生き方を語るなど、学生の学ぶ意欲や目的意識を

刺激していくことの必要性を説いている。この観点の重要性に鑑み、平成 23（2011）年に

は、九州女子大学の隣地に福原学園が設置する九州共立大学の共通教育センターとの協働
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を強化するために、九州共立大学・九州女子大学共通教育機構を設置した。この九州共立

大学・九州女子大学共通教育機構の設置により、九州共立大学の共通教育センターの教員

との人事交流が進展し、より多くの共通教育を担当する教員が学生に対して自らの生き方

を語る機会を増やすことが可能となった。 

 共通教育において学修すべき学的領域は、教養のみに留まるものではなく、キャリア教

育、健康に資する科目をも含むものである。また、教養に関して言えば、教養とは、狭義

の意味において、現代の社会において活動するのに必要な人文・社会・科学の諸分野につ

いての知識・技能を指すと言える。だが、現代の社会において活動するためには、外国語

運用、情報処理等の知識・技能も必要となる。高等教育を受けた者が持つべき、人文・社

会・科学の幅広い分野にわたって体系的に把握しようとし、その把握した内容を活用でき

る基礎的な能力であり、換言すれば、外国語運用、情報処理等の知識・技能も含めたリテ

ラシーと言えるものである。 

 上述した共通教育の考えに基づき、九州女子大学では、〈総合共通科目〉を科目区分と

して設け、その下位の科目区分として、〈教養教育科目〉〈言語・異文化理解科目〉〈情

報教育科目〉〈健康教育科目〉〈キャリア教育科目〉を設けた。各科目区分の概要は、以

下の通りである。 

 

（1）〈教養教育科目〉 

 〈教養教育科目〉は、〈文化・芸術領域〉〈歴史・社会領域〉〈人間・環境領域〉の 3

領域から成る。〈文化・芸術領域〉は、「ことばと日本文化」「ことばと異文化」「情報

文化論」「スポーツの文化」の 4 科目を配置している。〈歴史・社会領域〉には、「歴史

と国際情勢」「現代国家と法（日本国憲法）」「暮らしと経済」「人権・同和教育」の 4

科目を、〈人間・環境領域〉には、「人間と哲学」「生命と地球」「心の科学」「共生社

会を生きる」の 4 科目を配置している。これらの科目のうち、「現代国家と法（日本国憲

法）」「人権・同和教育」は、教員免許状取得のための必修科目である。 

 

（2）〈言語・異文化理解科目〉 

 〈言語・異文化理解科目〉として、「日本語表現法Ⅰ」「日本語表現法Ⅱ」「伝わる文

章力」「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語コミュニケーションⅠ」「英語コミュニケーションⅡ」

「ＴＯＥＩＣ入門」「フランス語Ⅰ」「フランス語Ⅱ」「中国語Ⅰ」「中国語Ⅱ」「韓国

語Ⅰ」「韓国語Ⅱ」「イングリッシュワークショップ」「海外研修」の 16 科目を配置して

いる。これらの科目のうち、「日本語表現法Ⅰ」「日本語表現法Ⅱ」「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」

「英語コミュニケーションⅠ」「英語コミュニケーションⅡ」の 6科目は必修科目であり、

また、「英語コミュニケーションⅠ」「英語コミュニケーションⅡ」の 2 科目は教員免許

状取得のための必修科目でもある。 

 

（3）〈情報教育科目〉 

 〈情報教育科目〉は、「情報処理演習Ⅰ」「情報処理演習Ⅱ」「情報処理演習Ⅲ」「情

報処理演習Ⅳ」「情報科学概論」「データサイエンス」「アルゴリズムとプログラミング」

「ＩＣＴ活用法」「情報処理技術」の 9 科目であり、このうち、必修科目である「情報処
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理演習Ⅰ」「情報処理演習Ⅱ」の 2科目は、教員免許状取得のための必修科目でもある。

「情報処理演習Ⅱ」では、データサイエンスについて学修できるようにしている。 

 

（4）〈健康教育科目〉 

 〈健康教育科目〉は、選択科目の「スポーツ」「健康の科学」の 2 科目であるが、これ

ら 2科目は教員免許状取得のための必修科目である。 

 

（5）〈キャリア教育科目〉 

〈キャリア教育科目〉は、〈キャリアデザイン領域〉と〈キャリア発展領域〉に区分され

る。〈キャリアデザイン領域〉には、学修ポートフォリオを作成して担当教員と学修状況

を共有しながら学生自身の学びの深化を把握することを可能にする必修科目「キャリア基

礎演習Ⅰ」「キャリア基礎演習Ⅱ」「キャリア基礎演習Ⅲ」を配置し、また、社会で活躍

するためのキャリア教育である「キャリアデザインⅠ」「キャリアデザインⅡ」「キャリ

アデザインⅢ」など、8 科目を配置している。 

 〈キャリア発展領域〉は、社会で活躍するのに必要な資格の取得を目指した科目である

「スキルアップ講座」を 6科目配置している。 

 

 

5. 教育方法、履修指導方法および卒業要件 

5.1. 授業の内容に応じた授業の方法 

 心理・文化学科では、教育目標を十分に達成できる科目を配置し、学士課程に相応しい

教育内容を提供している。1、2年次には〈総合共通科目〉〈学部共通科目〉を配置し、基

礎教育の充実を図る。また、〈専門教育科目〉は、低学年の概論的内容から高学年の専門

的な内容へと体系的に配置し、科目間の関連性、順次性を確保しながら、年次進行させる。 

 心理・文化学科の授業は、半期 15 回の授業を基本とするが、「心理実習」「文化文芸イ

ンターンシップ」「中等教育実習事前事後指導」「中等教育実習Ⅰ」「中等教育実習Ⅱ」

等のように、前期・後期の通年において実施する授業も配置している。 

 心理・文化学科の授業形態は、講義、演習、実験・実習から構成される。講義科目は、

一般教室で行われるが、授業の学修成果を向上させるために、アクティブ・ラーニング室

や書道教室、箱庭・観察室を使用することもある。 

 演習科目は、〈総合共通科目〉〈専門教育科目〉の両科目区分に配置している。〈総合

共通科目〉では、〈言語・異文化理解科目〉の「海外研修」を除く 15 科目、〈情報教育科

目〉に配置する「情報処理演習Ⅰ」～「情報処理演習Ⅳ」、〈キャリアデザイン科目〉の

〈キャリアデザイン領域〉に配置する「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」

および「キャリアデザインⅠ」～「キャリアデザインⅢ」、〈キャリア発展領域〉の 6科

目の合計 31 科目を演習の授業形態で実施する。これらの演習科目は基本的に一般教室を使

用するが、〈情報教育科目〉に配置する一部科目は、パーソナルコンピュータを設置して

いる情報処理演習教室を使用して授業を行う。〈専門教育科目〉では、〈コース科目〉の

うち〈心理学コース〉の「心理学統計法Ⅰ」「心理学統計法Ⅱ」「心理的アセスメント」

「心理演習」の 4 科目、〈国語・書道教育コース〉の「日本古典文学演習」「日本語学演
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習Ⅰ」「日本語学演習Ⅱ」「日本近現代文学演習」「コース実践演習Ⅰ」～「コース実践

演習Ⅲ」の 7科目、〈文化文芸コース〉の「水墨画演習」の 1科目、〈ゼミナール科目〉

の全 5科目、〈教職に関する専門教育科目〉の「教職実践演習（中等）」を演習科目とし

て配置している。これらの演習科目は基本的に一般教室を使用するが、授業の学修成果お

よび技能を修得させるために、「心理学統計法Ⅰ」「心理学統計法Ⅱ」は、情報処理演習

教室、「心理演習」は箱庭室・観察室を使用する。 

 心理・文化学科が開講する実験・実習の科目については、実技による授業形態の科目を

含む。実験・実習科目は、〈コース科目〉のうち〈心理学コース〉の「心理学実験Ⅰ」「心

理学実験Ⅱ」「心理実習」の 3科目、〈国語・書道教育コース〉の「楷書法Ⅰ」「楷書法

Ⅱ」「行草書法Ⅰ」「行草書法Ⅱ」「書写書道Ⅰ」「書写書道Ⅱ」「篆隷書法Ⅰ」「篆隷

書法Ⅱ」「仮名書法Ⅰ」「仮名書法Ⅱ」「漢字仮名交じり書法Ⅰ」「漢字仮名交じり書法

Ⅱ」の 12 科目、〈文化文芸コース〉の「文化文芸インターンシップ」の 1 科目、〈教職に

関する専門教育科目〉の「中等教育実習Ⅰ」「中等教育実習Ⅱ」の 2科目の合計 18 科目で

ある。これらの実験・実習科目のうち、「心理学実験Ⅰ」「心理学実験Ⅱ」は情報処理演

習教室、「心理実習」は箱庭室・観察室、「楷書法Ⅰ」「楷書法Ⅱ」「行草書法Ⅰ」「行

草書法Ⅱ」「書写書道Ⅰ」「書写書道Ⅱ」「篆隷書法Ⅰ」「篆隷書法Ⅱ」「仮名書法Ⅰ」

「仮名書法Ⅱ」「漢字仮名交じり書法Ⅰ」「漢字仮名交じり書法Ⅱ」は書道教室を使用し

て実施している。 

 

 

5.2. 授業方法に適した学生数の設定 

 授業における履修者数は、講義科目について、〈総合共通科目〉は他学部・学科と共同

で開講することから上限 150 名程度を基本とし、〈専門教育科目〉は 1 クラスの上限を 90

名程度とする。演習科目については、原則として、1 クラスの基準を 50 名程度とするが、

「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」

は 1クラス 25 名程度の少人数で実施する。 

 

 

5.3. 配当年次の設定 

 〈総合共通科目〉の〈教養教育科目〉〈言語・異文化理解科目〉〈情報教育科目〉は、

おおよそ 1、2年次に配置している。これらの科目の多くは、専門科目を学修するために必

要となるリテラシーを修得する科目や、高校で学んだ内容を発展させた科目である。ただ

し、〈言語・異文化理解科目〉の「海外研修」は、外国語運用能力の修得の度合いや、海

外に渡航できる学生の事情等を勘案して、1～4年次に配当している。また、〈情報教育科

目〉の「情報処理技術」は、1、2年次における〈情報教育科目〉の学修を踏まえた内容を

学修するものであり、3 年次前期に配置した。 

 〈総合共通科目〉の〈キャリア教育科目〉は、おおよそ 1～3 年次に配置している。この

うち、「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」は、1～3年次に配置した科目で

あるが、これらの演習科目と〈専門教育科目〉の「ゼミナールⅠ」から「ゼミナールⅣ」

にかけての 2～3年次に配当した演習科目を統合したのが、〈専門教育科目〉の〈ゼミナー
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ル科目〉において 4年次に配置した「キャリア発展ゼミナール」である。 

 〈専門教育科目〉は、1～4 年次に配置している。〈専門教育科目〉の年次の配置は、履

修の段階を考慮して配置している。〈専門教育科目〉のうち、〈学部共通科目〉は、人間

科学部の基礎的な領域を学修する科目であり、1、2年次に配置した。このうち、人間科学

部全体の学びを把握することを主旨とした必修科目「人間科学概論」は 1 年次前期に配置

している。 

 〈専門教育科目〉の〈コース科目〉は、1～4年次に配置している。各コースにおいて基

礎となる科目は 1 年次を中心に配置し、2 年次から 4 年次にかけて段階的に専門性の高い

科目を配置するようにした。 

 〈専門教育科目〉の〈ゼミナール科目〉は、2～4年次に配置している。先述したように、

「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」で学修した内容と〈キャリア教育科目〉の「キャリ

ア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」を統合して 4年次に配置した科目が「キャリア

発展ゼミナール」である。 

 〈専門教育科目〉の〈教職に関する専門教育科目〉は、1～4 年次に配置している。3

年次での教育実習に向けて、「国語科教育法Ⅰ」～「国語科教育法Ⅳ」は 1 年次後期か

ら 3 年次前期に配置する。その他、教育職員免許法施行規則に定める科目のうち、教育

の基礎的理解に関する科目、道徳、総合的な学習の時間等の指導法および生徒指導、教

育相談等に関する科目の科目、教育実践に関する科目は科目の順次性を考慮して 2、3 年

次に配置し、教職課程の集大成と位置付けられる「教職実践演習（中等）」は 4 年次後

期に配置する。 

 

 

5.4. 卒業要件 

 心理・文化学科の卒業要件単位数は、124 単位以上とする。教育研究上の目的を達成で

きるよう、科目区分ごとに必要単位数を定める。 

 〈総合共通科目〉について、〈教養教育科目〉6単位以上、〈言語・異文化理解科目〉8

単位以上、〈情報教育科目〉2単位以上、〈キャリア教育科目〉4単位以上を修得し、かつ、

〈総合共通科目〉全体で 30 単位以上の単位修得が必要である。〈教養教育科目〉6単位以

上の内訳として、〈文化・芸術領域〉2 単位以上、〈歴史・社会領域〉2単位以上、〈人間

・環境領域〉2単位以上の修得が必要であり、〈キャリア教育科目〉4単位以上は、〈キャ

リアデザイン領域〉から 4単位以上の単位修得が必要である。これらの単位修得には、必

修科目の修得も含まれており、〈言語・異文化理解科目〉の「日本語表現法Ⅰ」「日本語

表現法Ⅱ」「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語コミュニケーションⅠ」「英語コミュニケーショ

ンⅡ」、〈情報教育科目〉の「情報処理演習Ⅰ」「情報処理演習Ⅱ」、〈キャリア教育科

目〉の〈キャリアデザイン領域〉に配置する「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演

習Ⅲ」「キャリアデザインⅠ」の必修科目を修得する必要がある。 

 〈専門教育科目〉は、〈学部共通科目〉2単位以上、〈コース科目〉20 単位以上、〈ゼ

ミナール科目〉6 単位を修得し、かつ〈専門教育科目〉全体で 76 単位以上修得することが

必要である。これらの単位修得には必修科目の修得も含まれており、〈学部共通科目〉の
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「人間科学概論」、〈ゼミナール科目〉の「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」、「キャ

リア発展ゼミナール」を修得する必要がある。 

 〈自由選択科目〉は、18 単位を修得する必要がある。ただし、学生の多様な学修のニー

ズに応えるため、心理・文化学科で修得した単位で、卒業に要する単位数を超えた単位、

および、人間科学部児童・幼児教育学科の〈専門教育科目〉、九州女子大学家政学部の〈専

門教育科目〉で修得した単位のうち、18 単位を上限として〈自由選択科目〉の単位数に参

入することを可能とする。 

 心理・文化学科の卒業要件単位を表にまとめると、表 7 のとおりである。 

 

表 7 心理・文化学科の卒業要件単位 

科目区分 卒業要件単位数 

総合

共通

科目 

 

 

 

 

 

教養教育 

科目 

文化・芸術領域 2単位以上 

6単位以上 

30単位以上 

124単位 
以上 

歴史・社会領域 2単位以上 

人間・環境領域 2単位以上 

言語・異文化理解科目 8単位以上 

情報教育科目 2単位以上 

健康教育科目  

キャリア教

育科目 

キャリアデザイン領域 4単位 
4単位以上 

キャリア発展領域  

専門

教育

科目 

 

 

学部共通科目 2単位以上 

76単位以上 コース科目 

心理学コース 

国語・書道教育コース 

文化文芸コース 

20単位以上 

ゼミナール科目 6単位 

自由選択科目 18単位 

 

 

5.5. 卒業研究作成に関連する研究活動について 

 心理・文化学科では、卒業研究の作成は、〈専門教育科目〉〈ゼミナール科目〉の「キ

ャリア発展ゼミナール」（演習科目、通年 2 単位）において行う。「キャリア発展ゼミナ

ール」は、〈総合共通科目〉の〈キャリア教育科目〉〈キャリアデザイン領域〉に配置し

ている演習科目「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」で学修した内容と、〈専

門教育科目〉〈ゼミナール科目〉の演習科目「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」で学修

した内容を統合した科目であり、担当教員の指導を受けながら 4 年次で学修する内容を学

修ポートフォリオとしてまとめるとともに、卒業研究を作成する。担当教員は、担当した

学生の学修ポートフォリオを参照して、学生の学修内容に適した卒業研究の指導を行う。 

 「キャリア発展ゼミナール」での学修ポートフォリオの作成は、「キャリア基礎演習Ⅰ」

～「キャリア基礎演習Ⅲ」と同様、1 単位に相当する。また、卒業研究は、基本的に 4 年

次後期において作成するものであり、「ゼミナールⅠ」～「ゼミナールⅣ」と同様、1 単
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位に相当する。如上の考えに基づき、「キャリア発展ゼミナール」を 2単位の科目として

配置する。 

 

 

5.6. 履修科目の年間登録上限の設定について 

 大学設置基準における適切な時間外学修の確保に基づき、履修登録単位数は、年間 48

単位を上限に設定する。この規定は、教育実習やインターンシップを始めとする学外実習

科目にも適応する。この単位数については、人間科学部履修規程第 8 条に定めるところの

ものであり、標準とする学力を有する学生に適用するものである。なお、成績優秀な学生

については、さらなる学修により学力を向上させることが可能であると判断されることか

ら、当該履修規程には、「成績優秀者等の履修上限については 48 単位を超えて履修を認め

ることができる」と規定している。学生に対しては、CAP 制の概念と根拠を明確に伝えた

うえで、学生の個々人の事情に合致した履修指導を行う。 

 

 

5.7. 他大学における授業科目の履修について 

 他大学における授業科目の履修については、「福原学園内 3大学単位互換制度」があり、

福原学園が設置する各大学が履修可能科目を提供し、それに登録し修得することにより単

位認定が可能となっている。また、本学は、平成 6（1994）年に放送大学と単位互換協定

を締結しており、放送大学で履修した科目を単位認定している。履修単位上限は、九州女

子大学学則第 35 条の 2により 60 単位までと定めており、適切な履修指導体制のもとで必

要に応じて履修できるように行う。 

 

 

5.8. 履修指導について 

 1 年次では入学時の新入生オリエンテーションにおいて、教務課職員による大学の授業

や単位の概念、学生ポータルサイト（UNIVERSAL PASSPORT）と利用方法および履修登録の

注意点等を説明する。その後、学科において、新入学生を対象に、教育上の目的の理解を

深めるとともに、仲間作り、大学生活の計画・立案、履修方法の理解と時間割作成等を目

的とした学外研修を入学式後の 4 月上旬に実施する。この研修では、教務委員が「学生便

覧」「履修ガイド」「免許資格本」に基づいて履修規程や取得可能免許・資格、履修方法

等を説明し、教員全員を中心にきめ細やかな履修指導を行っている。 

 さらに、「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基礎演習Ⅲ」「キャリア発展ゼミナール」

の担当教員が、学修ポートフォリオに基づいて履修状況を把握しながら学生に助言・指導

を行う。学期始め（前期は 4月、後期は 9月）には教務委員を中心に成績配布および履修

事項注意等に関するオリエンテーションを行い、「キャリア基礎演習Ⅰ」～「キャリア基

礎演習Ⅲ」の担当教員により、学生の単位取得状況に応じた履修指導を実施する。 

 教員免許状の取得に関しては、心理・文化学科の教職担当教員と教務課が、2 年生を対

象とするガイダンスを開催し、科目の単位取得状況や教員としての資質に関する自己評価
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を記録する履修カルテについて助言・指導を行う。学生が記録した履修カルテをもとに、4

年次の「教職実践演習（中等）」の担当教員が学生の教員免許状の取得に関する履修状況

を総合的に評価し、指導する。 

 

 

5.9. 留学生に対する履修指導等について 

 九州女子大学では、学生生活に関する支援・サービスを行う事務組織としてキャリア支

援課を設置し、キャリア支援課が中心となり、心理・文化学科に入学してくる留学生の在

籍管理や生活指導を行う。入学後の履修指導等については、学科の教員と教務課が連携し、

留学生の授業への出席状況、単位修得状況等をもとに、必要に応じて面談を実施する。 

また、本学では、留学生の課外活動の一環として、近隣小学校での国際化教育授業への

参加、地域の祭りへの参加等さまざまな交流事業を実施しているが、心理・文化学科に入

学する留学生に対しても同様の課外活動を学科の教員と連携して取り組むこととしてい

る。  

さらに、本学では学期ごとに GPA を活用した成績不振学生への個別指導を行う修学支援

の実施を教職協働で組織的に行っている。そして、全学年に対してオフィスアワーを設定

し、学生ポータルサイト（UNIVERSAL PASSPORT）教務履修システム上に掲載して、学生か

らの修学上の問題等についての相談に応じる体制を整えている。 

 

 

5.10. 多様なメディアを利用した授業実施の取扱い 

 心理・文化学科は、原則として対面授業を行う。したがって、通常は、多様なメディア

を高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させることはしない。 

 しかしながら、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、九州女子大学では、令

和 2（2020）年度より、感染状況に応じて遠隔授業を取り入れた授業を行っている。その

詳細については、「6. 多様なメディアを高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修さ

せる場合の具体的計画」で記載する。 

 

 

5.11.履修モデル 

 心理・文化学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、および教育課

程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、本学科学生が 4年間に履修す

べき科目を表にまとめ、人間科学部心理・文化学科履修モデルとして学生に示す。履修モ

デルは、学生が取得を目指す免許・資格の必修科目を履修するための基本的な流れを示し

たものである。学生一人ひとりの学修に対応できるように、学生が主体的に履修計画を組

み立てていくための指導を行う。 

（1）〈心理学コース〉 

 履修モデル 1（資料 1）は、認定心理士の資格および公認心理師の受験資格を取得する履

修モデルである。 
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（2）〈国語・書道教育コース〉 

 履修モデル 2（資料 2）は、中学校教諭一種免許状（国語）および高等学校教諭一種免許

状（国語）を取得する履修モデルであり、履修モデル 3（資料 3）は、中学校教諭一種免許

（国語）および高等学校教諭一種免許状（国語）（書道）を取得する履修モデルである。 

（3）〈文化文芸コース〉 

 履修モデル 4（資料 4）は、〈文化文芸コース〉に所属する学生の履修モデルである。〈文

化文芸コース〉においては、公務員を目指す学生を受入れることを想定していることから、

〈自由選択科目〉の〈K-CIP 科目〉の履修を考慮した履修モデルとした。 

 

 

6. 多様なメディアを高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させる場合

の具体的計画 

6.1. 実施場所、実施方法 

 心理・文化学科は、原則として対面授業を行う。したがって、通常は、多様なメディア

を高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させることはしない。 

 しかしながら、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、九州女子大学では、令

和 2（2020）年度より、感染状況に応じて遠隔授業を取り入れた授業を行っている。令和 3

（2021）年度、本学は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う遠隔授業のあり方を以下

のとおり定め、遠隔授業を実施している。 

 

［新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言期間中の対応］ 

（1）緊急事態措置の内容において学校等に対する一斉休講が含まれていない場合は、文 

   部科学省から学生の修学機会の確保と感染予防の徹底との両立が求められているこ

とから、感染防止対策を十分に講じたうえで、原則、対面授業を実施する。 

（2）緊急事態措置の内容において 20 時以降の不要不急の外出自粛を徹底することが求め

られている場合は、6 限目の科目は遠隔授業とする。 

（3）緊急事態措置の内容において在宅勤務の活用が求められている場合は、勤怠管理者 

   から在宅勤務の許可を得た専任教員が担当する科目を遠隔授業とする。 

（4）大人数科目（履修者が 100 名以上の科目）は遠隔授業とする。 

（5）上記（1）から（4）に伴い遠隔授業となった科目に係り、同一科目名称で複数時限に

開講している科目については、当該科目の全受講者に対して均一な学修内容を担保す

る観点から、遠隔授業とする。 

（6）上記（1）から（5）の授業対応を行うこととするが、地域における新型コロナウイル

ス感染症の感染まん延状況および本学の学生・教職員における感染者数の増加等によ

っては、遠隔授業の拡大等の新たな授業対応を実施する場合もある。 

 

［新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うまん延防止等重点措置適用中の対応］ 

（1）まん延防止等重点措置の内容において学校等に対する一斉休講が含まれていない場 
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   合は、文部科学省から学生の修学機会の確保と感染予防の徹底との両立が求められて

いることから、感染防止対策を十分に講じたうえで対面授業を実施することを原則と

する。 

（2）まん延防止等重点措置の内容において三つの密の回避等の基本的な感染防止対策を 

   徹底することが求められている場合は、大人数科目（履修者が 100 名以上の科目）は

遠隔授業を実施する。 

（3）まん延防止等重点措置の内容において外出自粛に係る要請内容が緩和された場合は、

6限目の科目は対面授業とする。 

（4）まん延防止等重点措置の適用に伴い学園が在宅勤務を認める場合は、勤怠管理者か 

   ら在宅勤務の許可を得た専任教員が担当する科目を原則として遠隔授業とする。 

（5）上記（2）および（4）に伴い遠隔授業となった科目に係り、同一科目名称で複数時限

に開講している科目については、当該科目の全受講者に対して均一な学修内容を担保

する観点から、遠隔授業とする。 

（6）上記（1）から（5）の授業対応を行うこととするが、地域における新型コロナウイル

ス感染症の感染まん延状況および本学の学生・教職員における感染者数の増加等によ

っては、遠隔授業の拡大等の新たな授業対応を実施する場合もある。 

 なお、遠隔授業の実施にあたっては、学生の通信環境の問題や遠隔授業を受講するた

めの利用教室等の問題により、学生ポータルサイト（UNIVERSAL PASSPORT）を通じたオン

デマンド型（教材配信・動画配信）の授業を実施する。 

 心理・文化学科開設後も、現段階では、多様なメディアを高度に利用して、教室以外の

場所での履修を、上記の方針に則って行う計画でいるが、新型コロナウイルス感染症拡大

の状況を常に留意しつつ、文部科学省、福岡県の方針を踏まえて、遠隔授業を実施する。 

 

 

6.2. 学則における規定 

 多様なメディアを高度に利用して、授業の教室以外の場所での履修については、九州女

子大学学則第 31 条の 2において、以下のとおり規定している。 

 

第 31 条の 2 本学は、文部科学大臣が定めるところによって、第 31 条に規定する

講義、演習、実験、実習又は実技による授業を、多様なマルチメディアを高度に

利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

2 前項により与えることができる単位数は、60 単位を超えないものとする。 

 

 

7. 編入学の具体的計画 

7.1. 既修得単位の認定方法 

 心理・文化学科は、編入学定員を設定していないが、定員の範囲内で編入学を認めてい

る。編入学生が前大学等で修得した単位のうち、本学科に相当すると判定された科目の単
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位を本学科で認める単位として認定する。また、卒業要件 124 単位のうち、62 単位を上限

とし、既修得単位の読み替えを行うものとする。 

 既修得単位の認定については、編入学生が前大学等で修得した単位を、本学の開講科目

に読み替える個別認定を行った後、62 単位を上限として不足する単位数を履修区分ごとに

一括認定を行う。なお、〈総合共通科目〉のうち「日本語表現法Ⅰ」「日本語表現法Ⅱ」

「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語コミュニケーションⅠ」「英語コミュニケーションⅡ」「情

報処理演習Ⅰ」「情報処理演習Ⅱ」「キャリアデザインⅠ」については、個別認定による

読み替えを検討したうえで、個別認定が難しい場合はアチーブメントテストを実施し、読

み替えの可否を決定する。 

 

 

7.2. 履修指導の方法 

 編入学生の履修指導については、入学前に取得を希望する教員免許状等を確認し、心理

・文化学科の編入学生担当教員が履修指導方法を検討する。入学後に、編入学生ガイダン

スを行い、編入学生担当教員が中心となり資格取得に向けた履修指導を行う。また、編入

学生の担任教員も履修指導を行った後も修学状況をはじめ、学生生活全般のサポートを行

う。 

 

 

7.3. 教育上の配慮、受入れ予定人数 

 編入学生には、編入時のガイダンスにおいて、免許・資格取得に向けた履修指導を行う

とともに、時間割についても十分に配慮した運用および履修指導を行う。また、編入学生

の履修状況については、「キャリア基礎演習Ⅲ」「キャリア発展ゼミナール」の担当教員

が、学修ポートフォリオを適時確認しつつ、修学環境を整えるよう努める。 

 編入学生の受入れ予定人数は特に定めていない。定員に余裕がある場合に、編入学試験

を執り行い、適切に定員管理を行いながら編入学生を受入れる。 

 

 

8. 実習の具体的計画 

 心理・文化学科における教育実習と心理実習の具体的計画は、それぞれ以下のとおりで

ある。 

8.1. 実習の目的 

（1）教育実習 

 心理・文化学科における教育実習の目的は、以下の 4点である。 

① 学校の実習を通して、学校現場の実際に対する認識を深める。 

② 学校の実習を通して、これまで修得してきた教養、専門領域の知識・技能、コミ

ュニケーション・スキル、および課題発見・解決能力、論理的思考力の重要性を

再認識し、社会に出た後も修得し続けようとする意欲を高める。 

③ 教育者として、高い倫理性をもって自己の良心や社会のルールに従い、多様な人
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々と協調して地域や社会の発展のために主体的に貢献できる実践的能力を育成す

る。 

④ 人を教育することの喜びと厳しさを体感することによって教育者としての使命感

を高める。 

 心理・文化学科における学外での教育実習は、実習先の学校の実際について、体験的・

総合的な認識を得させる絶好の機会である。また、教育実習を通して、教育者として相応

しい教養や、専門領域の知識・技能、コミュニケーション・スキル、および教育に関する

課題に取り組むための課題発見・解決能力、論理的思考力を身に付ける重要性を再認識す

ることが可能となる。さらに、教育者として、高い倫理性をもって自己の良心や社会のル

ールに従い、多様な人々と協調して地域や社会の発展のために主体的に貢献できる実践的

能力を実践的に学修することが可能である。 

（2）心理実習 

 心理・文化学科における心理実習の目的は、以下の 4 点である。 

  ① 保健・医療施設や福祉施設、学校等での心理実習を通して、心理に関する支援

を要する者へのチームアプローチや多職種連携および地域連携など現場の実際

に対する認識を深める。 

  ② 保健・医療施設や福祉施設、学校等の心理実習を通して、これまで修得してき

た教養、専門領域の知識・技能、コミュニケーション・スキル、および課題発

見・解決能力、論理的思考力の重要性を再認識し、社会に出た後も修得し続け

ようとする意欲を高める。 

  ③ 公認心理師を目指す者としての高い倫理性および法的義務への理解をもって自

己の良心や社会のルールに従い、多様な人々と協調して地域や社会の発展のた

めに主体的に貢献できる実践的能力を育成する。 

  ④ 人を教育・援助することの喜びと厳しさを体感することによって公認心理師と

しての使命感を高める。 

 心理・文化学科における学外での心理実習は、保健・医療施設や福祉施設、学校等で

の心理実習を通して、心理に関する支援を要する者へのチームアプローチや多職種連携

および地域連携など現場の実際に対する認識を深める絶好の機会である。また、心理実

習を通して、公認心理師を目指す者として相応しい教養や専門領域の知識・技能、コミ

ュニケーション・スキル、および課題発見・解決能力、論理的思考力の重要性を再認識

することが可能となる。さらに、公認心理師を目指す者として、高い倫理性および法的

義務への理解をもって自己の良心や社会のルールに従い、多様な人々と協調して地域や

社会の発展のために主体的に貢献できる実践的能力を学修することが可能である。 

 

 

8.2. 実習先の確保の状況 

（1）教育実習 

 心理・文化学科では、教員免許状の取得に際し、教育職員免許法で定める教育実習を設

定している。 

 確保している教育実習先は、主に本学が位置している北九州市内、ならびに、交通の移
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動が便利な福岡県内の地域に位置する。教育実習生は原則学生自身が卒業した母校におい

て教育実習を行うが、北九州市教育委員会等と連携を行い所管の中学校・高等学校で円滑

な実習を実施する。教育実習生の多くは、中学校・高等学校両方の国語科の教員免許を取

得するため、3 週間以上の中学校での教育実習を中心に行う。中学校での教育実習につい

ては北九州市教育委員会から 62 校、高等学校での実習については北九州市教育委員会から

1 校、北九州市立以外の高等学校 3 校から受入れ可能の承諾が得られている。これらの教

育実習に係る各学校の受入れ可能人数については、毎年北九州市教育委員会および関係部

局との協議・調整のうえで人数が確定されるため、教育実習予定学生に対して十分な受入

れ先が確保できる。 

 

 表 8 実習先の学校の確保状況 

免許 実習先 実習先数、受入れ人数等 

中学校教諭一種免許状（国語） 中学校 北九州市立の中学校62校から受入れ承諾済み

（北九州市教育委員会との協議、調整のうえ

で各学校の受入れ人数を確定する） 

高等学校教諭一種免許状（国語）

（書道） 
高等学校 北九州市内の高等学校4校から受入れ承諾済

み（北九州市教育委員会および関係部局との

協議、調整のうえで各学校の受入れ人数を確

定する） 

 なお、受入れ実習先の詳細については、資料 5 に示す。 

（2）心理実習 

 心理・文化学科では、公認心理師の受験資格の取得に際し、公認心理師法施行規則で

定める学部における心理実習を設定している。 

 確保している心理実習先は、本学が位置している北九州市内、ならびに、交通の移動

が便利な福岡県内の地域に位置する。心理実習先の施設は、保健、医療、福祉、教育、

司法・犯罪、産業・労働と幅広い分野の施設を確保している。保健分野は 1 施設 30 名、

医療分野は 3 施設 70 名、福祉分野は 5 施設 115 名、教育分野は 3 校 70 名、司法・犯罪

分野は 1 施設 30 名、産業・労働分野は 1 施設 30 名の実習生の受入れ先を確保しており、

心理実習予定学生に対して十分な受入れ先が確保できる。 

 なお、受入れ実習先の詳細については、資料 6 に示す。 

 

 

8.3. 実習先との契約内容 

（1）教育実習 

 教育実習開始の約 1年前に教育実習受入れ先からの内諾を得た後、教育実習生の受入れ

について依頼を行う。教育実習の内容について教育実習先の理解を得たうえで、教育実習

開始前までに教育実習に関する事務手続きを行う。教育実習にあたっては、教育実習中に

知り得た個人情報などに関し、個人情報の取り扱いに係る特記事項を定めてこれを遵守す

ることとし、事故防止に関しては、教育実習受入れ先の業務に係る責任は教育実習受入れ

先が、教育に関する最終責任は本学がそれぞれ負うものと定め、学生に対して教育実習受
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入れ先の定める諸規則を守らせて業務に支障を生じさせないよう指導する。 

（2）心理実習 

 心理実習の依頼については、実習施設の環境や業務内容、受入れ態勢等を確認するとと

もに、事前に実習施設側の窓口となる責任者に対して、「公認心理師法第 7条第 1 号及び

第 2 号に規定する公認心理師となるために必要な科目の確認について」（平成 29 年 9 月

15 日付け 29 文科初第 879 号・障発 0915 第 8 号）の別表 1 において「心理実習」に「含ま

れる事項」として掲げられる内容を踏まえ、心理実習内容の概要、実施時期、80 時間以上

の実習時間、心理実習生の予定人数等を伝え、受入れ可否について検討を依頼し、了解を

得た後に、実習施設長に対して文書による正式な実習依頼を行い、承諾を得次第、契約を

締結している。 

 また、実習施設に係る個人情報の取扱いに関しては、実習開始前および実習中に施設内

で知り得た如何なる個人情報も他所で言及・開示することを禁じている。実習施設内のク

ライエントや生徒等との写真撮影、個人情報の交換、実習終了後の手紙やメール等のやり

取り等を厳禁するとともに、実習施設内では心理実習生自身の氏名以外の個人情報を開示

することを禁じ、この旨を学内における事前指導の際に周知徹底し、守秘義務の遵守を図

っている。 

 事故防止に関しては、医療・教育・福祉器具への配慮、患者・施設入所者および通所者

・子どもへの配慮について、事前指導で周知徹底する。また、事故が発生した場合の緊急

連携体制について、各実習施設との間で事前に定めている。 

 

 

8.4. 実習水準の確保の方策 

（1）教育実習 

 教育実習については、教育実習前までに主たる免許に係る科目の単位を取得するよう内

規を設定し、教育実習水準の確保を行っている。また、それぞれの学習指導要領に基づき

学習指導案が作成できるように指導するとともに、教育実習の手引きを作成し、教育実習

の進捗・段階、教育実習計画、教育実習の段階と目標、教育実習の心得、教育実習の評価

などについて詳細に指導を行う。教育実習前の事前指導としては、教育実習の意義と目標、

教育実習の種類と内容、教育実習の心構え、教育実習に必要な書類、教育実習校への事前

訪問、教育実習開始までの準備を学生に教授するとともに、教育実習前に、学習指導案の

作成や模擬授業の実施、校長等外部講師による講話会などを催し、円滑な教育実習ができ

るような方策を講じる。さらに、全学組織として教職課程委員会を設置し、教育実習のみ

ならず教職課程全般にわたる資質向上の検討を行う。 

（2）心理実習 

 心理実習については、実習前までに心理実習を履修するために必要な科目と学年ごとに

満たすべき最低の GPA 値を設定して内規とし、心理実習生の水準の確保を図っている。ま

た、本学の心理実習担当教員が、実習施設側に本学の実習方針を説明のうえ打合せ・意見

交換等を行い、十分な協議を通じて、心理実習が効果的に実施されるよう、実習施設側と

の間で連携を図っている。連絡体制、心理実習の目的や達成目標に関しては、実習施設側

の実習指導者と本学の心理実習担当教員を中心とする指導者連絡会を開催し、人材養成の
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目的、心理実習における到達目標等について共通理解を図るとともに、実習後は総括や課

題の検討等を行い、実習水準を確認・共有し、指導力の向上を図る。 

 学内においては、学部長、学科長および心理実習担当教員を中心に心理実習の指導体制

を整え、綿密な事前指導を行うとともに、実習期間中においては、実習施設側との連携の

もと心理実習生の実習状況を随時把握し、個々の心理実習生について課題を抽出したうえ

で改善策を検討して心理実習生に個別指導を行い、実習終了後の事後指導により心理実習

の教育的効果を高めている。 

 

 

8.5. 実習先との連携体制 

（1）教育実習 

 教育実習校との連絡については、教務課を窓口とし、実施前後および実施時の連絡体制

を整え、教育実習が適切に行えるようにする。 

 教育実習前には、学生が教育実習校へ事前訪問を行い、教育実習の手引を使用し、打合

せを詳細に行う。教育実習中の遅刻・欠席あるいは、臨時休校等教育実習校からの連絡が

あった場合にも、教務課へ連絡するように指導する。教育実習期間中は専任教員による教

育実習巡回訪問を行い、教育実習の状況を把握するとともに、学生への指導を行う。 

（2）心理実習 

 心理実習では、当分の間、医療機関での実習が必須とされていることから、公認心理師

カリキュラムを履修し、学年ごとに満たすべき最低の GPA 値を満たした心理実習生全員が

医療機関での実習を実施する。また、各実習施設における実習時間数の合計が 80 時間以上

になるよう、心理実習を実施している。実習の日程や人員、内容等は事前に連絡・調整し、

実習施設側から了解を得た内容で実習を実施するとともに、施設側の実習指導者と学内の

実習担当教員との間で緊密な連絡体制を構築したうえで実習を実施している。保健医療分

野、福祉分野および司法・犯罪分野の一部の施設、ならびに、教育分野の施設は、本学の

実習担当教員が引率し心理実習生を指導する形式の実習であることから、実習担当教員に

よる引率・指導が巡回指導を兼ねる。それ以外の施設については、実習施設に所属する実

習指導者が心理実習生を指導する形式の実習であり、実習期間中は、本学の実習担当教員

が該当する保健医療分野、福祉分野および司法・犯罪分野の施設に週 1回以上定期的に赴

き、心理実習生に対して巡回指導を行うとともに、心理実習生の実習活動に係る観察、お

よび、実習指導者への聞き取りにより、実習施設側との連携を図っている。 

 実習実施中に不測の事態が生じた場合は、事前に整備した緊急連携体制を活用し、実習

施設側から本学の実習担当教員に連絡をしてもらい、事態の内容に応じて適切かつ迅速な

対応を図っている。また、心理実習生に病気や事故等が生じた場合は、心理実習生から本

学の実習担当教員に連絡を取らせ、実習担当教員が実習施設側に実習不参加者の発生を速

やかに連絡するようにしている。 

 実習終了後、実習施設側の実習指導者をはじめとする関係者に対し、心理実習生から礼

状を送るよう、事後指導を行っている。また、心理実習生は、当該施設における見学等に

よる実習、および、実習施設側の実習指導者または本学の実習担当教員による指導から得

た知見に基づきレポートを作成するとともに、本学の実習担当教員は実習施設側にそれら
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のレポートを持参ないし郵送し、実習施設側でも実習の到達目標が達成できたかを確認し

てもらい、到達目標に対する各心理実習生の達成度について、本学側と実習施設側との間

で情報を共有する。 

 

 

8.6. 実習前の準備状況 

（1）教育実習 

 ① 感染予防対策 

  新型コロナウイルス感染症に対しては、検温、手洗い、手指消毒、マスク着用、健康

観察記録など日常の感染予防対策に関する指導の徹底を図るとともに、教育実習校の要

請等を十分に踏まえた対応を図る。 

 ② 事故発生時の対応 

  万が一、事故が発生した場合には、速やかに教育実習校の教育実習担当教員および管

理職に報告し、その指導のもとに対応する。学生は教育実習校の教育実習指導者ととも

に、生徒の状況を把握し、安全な状態を確保するよう適切な対応を行う。 

  教育実習中に知り得た業務上の秘密、個人情報に関する守秘義務や SNS に係る注意点

などについても指導を徹底する。 

 ③ 保険等への加入 

  入学時から公益財団法人日本国際教育支援協会の学生教育研究災害傷害保険（学研災）

ならびに学研災付帯賠償責任保険（学研賠）に加入する。当該保険は、学生が対象者ま

たは教育実習受入れ先の備品等に損害を与えた場合や学生自身が受けた教育実習中の事

故による被害、移動中の事故に適用される。 

（2）心理実習 

 ① 感染予防対策 

  感染症対策としては、事前指導を通じて、心理実習生の健康状態が良好であること

を確認したうえで、実習期間に向けて心理実習生の体調管理を行う。特に、新型コロ

ナウイルス感染症への対応については、厚生労働省や文部科学省から発出される最新

の通知等に基づき、心理実習生に対して適切な指導を行い、感染防止および感染拡大

防止に努める。実習施設側から心理実習生に係る健康診断証明書の提出が求められた

場合には、毎年 4 月に実施する定期健康診断に基づく健康診断証明書を提出する。 

 ② 事故発生時の対応 

  事故防止に関しては、医療・教育・福祉器具への配慮、患者・施設入所者および通

所者・子どもへの配慮について、事前指導で周知徹底する。また、事故が発生した場

合の緊急連携体制について、各実習施設との間で事前に定めている。 

 ③ 保険等への対応 

  入学時から公益財団法人日本国際教育支援協会の学生教育研究災害傷害保険（学研

災）ならびに学研災付帯賠償責任保険（学研賠）に全員加入しており、かつ、「心理

実習」は正課科目であることから、実習中および実習施設への往復途中において、心

理実習生が不慮の事故で身体に傷害を被った場合、ならびに、他人に怪我をさせた場

合および他人の財物を損壊した場合には補償の対象となるものであり、対応に万全を
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期す。 

 

 

8.7. 事前・事後における指導計画 

（1）教育実習 

 教育実習は、3 年次に配当され、原則 9 月初めから後期中に実施し、中学校での教育実

習は 3週間以上、高等学校での教育実習は 2週間以上行う。そのため、教育実習の事前指

導は、実習が開始するまでに事前指導（全体）を 4コマ、事前指導（教科）を 4コマ、計

8 コマ実施し、学生が十分な指導を得て実習に臨むようにする。実習終了後には総括とし

て事後指導を 2 コマ行い、事前・事後と併せて 10 コマの指導を行う。 

 指導内容については以下のとおりである。 

〔1〕事前指導（全体）は以下の内容で実施する。 

 ① 教育実習のオリエンテーション 

  「教育実習の手引き」「教育実習日誌」を配布して、教育実習の意義、位置付けと実

際、健康管理について講義を行い、教職の重要性について認識する。また、教育実習受

入れ側の立場から現在の学校教員に求められる資質能力について講義し、「実習校の教

育方針」や「教育実習の目標」設定の課題を提示し、教育実習生としての心構えや実習

中の目標を立てられるように主体的学修を促す。 

 ② 教育実習の目標、心構え等 

  提出した「教育実習の目標」をコメントして返却し指導するとともに、教育実習生の

立場、生徒から学ぶ姿勢など学ばせてもらう立場であることを踏まえ、教員の職務とそ

の特殊性および服務内容と教育事務一般について学ぶことを指導する。守秘義務につい

ては、教育実習中に知り得た業務上の秘密、個人情報に関する守秘義務や SNS に係る注

意点などについて指導を徹底する。人権教育に関しては、国民的課題としての基本的人

権を踏まえ、相手の立場を理解する指導の必要性について認識するように指導する。 

 ③ 教育実習に備えた外部講師の講話 

  中等教育学校の校長や教育委員会指導主事等による講話を聞き、最新の教育事情なら

びに学校現場の状況について理解を深めて、その後の質疑応答を通して教育実習生とし

ての自覚を持たせる。 

 ④ 教育実習に備えた直前指導 

  これまでの実習現場における問題課題例を提示しながら、実習生の心構え、服務事項

の確認等の指導を行う。また、「実習日誌の書き方」等教育実習関係書類の作成等を指

導し、全体事前指導の振り返りを行う。 

〔2〕事前指導（教科）は以下の内容で実施する。 

 ① 教科指導のあり方 

  国語と書道の教科別に分かれて、その実習教科に関する学修指導の特質と課題につい

て講義を通して教科指導の実践的・総合的理解を図る。教育実習校の学習者の実態の上

に立って教科別に「学習指導の組み立て方・発問の方法」「板書の方法・ノート指導」

「学習評価」について講義を行い、指導方法の能力を高める。 

 ② 学習指導案の作成指導 
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  課題として作成してきた学習指導案をグループワークにより相互評価して、教員のコ

メントによる指導を通して教育実習生としての教科指導における課題を見出す。 

 ③ 電子コンテンツを活用した教科指導 

  タッチパネル対応ノートパソコンや電子黒板等電子コンテンツを活用して学習指導案

の作成を演習形式で行い、指導を加える。 

 ④ 模擬授業の実施 

  電子コンテンツを活用して作成した学習指導案をもとに模擬授業を行い、相互評価、

教員による指導を受けて実習に向けて指導法を研究する。 

〔3〕事後指導は以下の内容で実施する。 

 ① グループワークによる教育実習振り返り 

  教育実習日誌の反省と感想をもとにして、グループに分かれて実習を振り返り、気づ

き等について KJ 法を用いて分類し、発表用ポスターを作成する。 

 ② 教育実習の振り返りのプレゼンテーション 

  上記①で作成したポスターをもとにグループ発表を行う。発表を通して、他の教育実

習生の体験を聞くことで、異なる視点で自身の体験を振り返り、知見を深める。また、

教員によるコメント等の指導を通して、教育実習を中心とした教職課程全般を踏まえた

教員としての資質や意識を再確認させる。 

（2）心理実習 

 ① 事前指導計画 

  2 年次前期に、事前指導を計 16.5 時間以上、11 コマ以上行う。具体的には、オリエン

テーション（1.5 時間）、それぞれの学生が各自実習実施を予定している実習施設に関

する調べ学習と、それに基づくグループ発表およびディスカッション、ならびに、実習

実施に向けた留意点に関する外部講師による講話等（15 時間以上）である。 

  心理実習生は、実習開始に先立ち、それぞれの分野に関連する基礎知識の修得のため、

実習担当教員による講義を受けておく。事前指導の授業の中では、事前オリエンテーシ

ョンを実施し、冊子形式の「実習手引」と「実習日誌」を配布し、実習の目的と目標、

守秘義務、かかわり行動の実際、日々の活動の評価、日誌の書き方、非常時の連絡体制

等について指導を受ける。また、臨床現場で働く外部講師（公認心理師、臨床心理士、

医師、精神保健福祉士等）による講義を通じ、実習施設に対する事前理解を深めるとと

もに、実習施設側からの要望・留意点等を聞き、実習に臨むにあたっての指導を受ける。

併せて、円滑な人間関係の構築スキルを修得するため、倫理とマナーに係る学内講座を

受講する。なお、事前指導では、「心理実習」に含まれる事項についてロールプレイで

体験的に学ぶことで、実習施設で常に自分の行動やふるまいを意識できるようにする。 

 ② 事後指導計画 

  実習終了後、事後指導として、実習内容の振り返り、まとめを行うとともに、事前指

導と実習による学びの伸長を確認し、新たな疑問点等について調べ学習を行い、これら

をレポートにまとめて発表し、学生同士でディスカッションを行う。これらを内容とす

る事後指導を計 7.5 時間以上、5 コマ以上行う。 

  学内で事後のガイダンスを実施する。見学等による実習後は「実習レポート」または

「実習日誌」を提出させる。グループに分けて、実習について学んだこと、感じたこと、
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心理職の役割と多職種連携について、今後どのように役立つと感じたか、等を話し合う

ことで、各心理実習生に振り返りに基づく自己評価を促すとともに、最後にグループご

とに発表し、心理実習生相互の研鑽につなげる。 

 

 

8.8. 教員および助手の配置ならびに巡回指導計画 

（1）教育実習 

 教職課程担当教員が教育実習先訪問計画書を作成し、専任教員による福岡県内にあるす

べての教育実習先訪問を実施する。訪問時期は、教育実習校の校長等の実習校責任者また

は実習指導教諭との相談によって決める。教育実習先訪問の後、訪問報告書を作成し、そ

れに基づいて検討を行い、教育実習および教育実習先訪問の改善に資する。 

 遠隔地での教育実習がある場合の訪問にあたっては、公共交通機関を利用し、効率的に

巡回訪問ができるように計画する。なお、新型コロナウイルスの感染拡大防止等配慮を要

する場合には、電話等で対応することもある。 

（2）心理実習 

 心理実習の担当教員は 2人配置し、学生 15 人につき 1人配置して実習を行う。心理・文

化学科が開講する「心理実習」は、2 年次から 4 年次までの通年科目として配置し、年間

を通して適切な時期に行うものである。春期休業期間と夏期休業期間等に見学を中心とし

た実習を行い、実習担当教員が引率する。実習に際しては心理実習生をグループ分けして、

実習施設との間で事前に調整した日程や人員に基づき、見学等による施設実習を行う。い

ずれの実習施設も公共交通機関による移動の利便性が高い地域に所在しているため、実習

担当教員による概ね週 1 回以上の定期的な巡回指導は支障なく実施することができる。具

体的な実習期間中の巡回指導計画については、実習担当教員が実習施設側と連携して、あ

らかじめ策定する。 

 心理実習を行う施設については、本学が位置している北九州市内の施設が中心であるが、

一部の施設は北九州市周辺地域および福岡市に位置している。いずれも公共交通機関によ

る移動の利便性が高い地域の施設であり、心理実習生の移動、および、本学の実習担当教

員による引率や巡回指導のための移動に支障はない。 

 

 

8.9. 実習施設における指導者の配置計画 

（1）教育実習 

 教育実習校における実習指導教諭は、所属長によって教育実習指導に当たって必要な能

力をもった教員が選出される。教育実習校では、選出された実習指導教諭を中心に、管理

職や教務主任、教科主任等指導内容に高い見識と十分な実績をもった教員等が指導に当た

る。教育実習訪問を行う本学の専任教員は、実習指導教諭と情報共有を行い、教育実習の

内容や状況を把握し、教育実習生に指導を行う。 

（2）心理実習 

 保健医療分野においては、精神科病院や精神保健福祉センターの心理職として臨床心理

士の資格を有する者、あるいは、公認心理師資格を有する者が実習指導者となり、一部の
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実習施設においては心理実習生を引率する実習担当教員が実習の指導を行う。また、実習

では、医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、事務長等の講義を聞き、チーム医療

の大切さを学ぶ。 

 福祉分野においては、各施設に勤務している心理職、あるいは、心理実習生を引率する

本学の実習担当教員が実習の指導を行う。児童相談所、児童養護施設、高齢者福祉施設の

役職者（所長・施設長等）、実習担当者、児童心理司、児童福祉司、保育士、介護福祉士、

作業療法士、理学療法士等から講義を聞き、多職種連携の重要性を学ぶ。 

 教育分野においては、教頭、あるいは、ベテランのスクールカウンセラーが心理実習生

の現場指導を行うとともに、心理実習生を引率する実習担当教員が実習の指導を行う。ま

た、実習では、チーム学校としての児童・生徒理解と支援の観点から教育内容を理解させ

るため、生徒指導主事、養護教諭、スクールカウンセラー、特別支援教育等の担当者や教

務主任等が、それぞれの職務内容について現場指導を行う。 

 司法・犯罪分野では、実習施設に勤務している心理職、あるいは、心理実習生を引率す

る実習担当教員が実習の指導を行う。また、施設の社会的役割を理解し、この分野で出会

う対象者の心理的な特徴を理解するために、矯正施設の施設長ないし法務技官・法務教官

等の担当者から講義を聞き、見学実習を行う。 

 産業・労働分野においては、実習施設に勤務している心理職として臨床心理士の資格を

有する者、あるいは、公認心理師資格を有する者が実習指導者となる。また、本学の実習

担当教員が学生を引率し指導する。 

 心理実習先における実習指導者の選定は公認心理師法に定める基準に基づいて行う。実

習指導者は公認心理師法第 2条各号に定める行為の業務に 5年以上従事した経験を有する

者、または、従事した経験を有する者のうち、実習演習科目を開設する大学等が適当と認

める者を実習指導者として選定している。心理実習の達成目標を共有するために、本学の

実習担当教員が、実習先の責任者および実習指導者等に本学の実習方針と実習の達成目標

の説明、打合せ・意見交換等を行い、十分な協議を通じて、実習が効果的に実施されるよ

う、実習先との間で連携を図る。 

 

 

8.10. 成績評価体制および単位認定方法 

（1）教育実習 

 教育実習の評価は、教育実習先から返却された教育実習評価票、教育実習学生から提出

される教育実習日誌および課題の提出状況から総合的に評価し、単位認定を行う。 

 ① 教育実習評価票 

  教育実習校による評価は、教育実習終了届に記載されている評価票（学習指導、生徒

指導、勤務態度、総合評価）に基づいて評価する。 

 ② 教育実習日誌 

  教育実習日誌に書かれている内容や査定授業の指導案をもとに総合的に評価する。 

 ③ 事前事後指導 

事前事後指導の出席状況や学習指導案等課題の提出により総合的に評価する。 

（2）心理実習 

－設置の趣旨（本文）－42－



 心理実習における成績評価については、予め定める実習評価基準に基づいて、実習担

当教員の合議によって決定する。基準として、学内での授業（事前指導・事後指導）と

学外での実習の双方の評価を合わせて 2 単位を認定する。学内の授業においては事前面

談による実習への目的意識と意欲を、事前指導・事後指導においてはディスカッション

への参加態度を、それぞれ評価するとともに、事前指導・事後指導レポートの内容を勘

案して最終的な評価を行う。 

 学外での実習の評価は、実習施設の指導者の評価および出欠等の状況、「実習日誌」、

実習後の「実習レポート」等により、実習目標の到達度合に照らし合わせ、総合的な判

断のもとに評価を行い、上記の学内での授業の評価と合わせて、最終的な評価と単位の

認定を行う。 

 

 

9. 企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施す

る場合の具体的計画 

9.1. 企業実習（インターンシップ） 

 九州女子大学では、〈総合共通科目〉の〈キャリア教育科目〉〈キャリアデザイン領域〉

に「インターンシップⅠ」（選択、2単位、1～4 年配当）と「インターンシップⅡ」（選

択、2単位、1～4 年）を配置し、企業での実習を単位として認定している。 

 心理・文化学科の実習は、「8．実習の具体的計画」で述べたように、教育実習および心

理実習が中心である。企業実習については、希望する学生が科目の履修を申請する。「イ

ンターンシップⅠ」「インターンシップⅡ」の概要は、次のとおりである。 

（1）「インターンシップⅠ」 

  本科目は、就業体験としてのインターンシップを行うために必要な知識・理解、技能、

態度・志向性を涵養することを目的とし、北九州市産業経済局企業立地支援課と富士通

コミュニケーションサービスの協力を得て、座学と研修を組み合わせた集中講義形式で

開講する。 

（2）「インターンシップⅡ」 

  本科目は、「インターンシップⅠ」の 2 単位を修得後に、学内事前指導を受け、民間

企業や官公庁などが実施する各種インターンシップに参加する。実習先の企業について

は、基本的に本学キャリア支援課が紹介するが、学生が自らインターンシップを行う企

業を探すことも可能である。授業は、事前指導・実地研修・事後指導から構成される。

実習時に発生する事故や災害については、入学時に全員が加入する学生教育研究災害障

害保険で対応する。 

 

 

9.2. 海外語学研修 

 九州女子大学では、在学生の国際感覚と語学力を養うために、夏期・春期休業中におけ

る海外協定校への 2～5週間の語学研修を行っている。「海外研修」は、福原学園国際交流

・留学生支援室が提供する短期海外研修プログラムの参加を通して、規定の学修時間数等
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を満たした学生に対して、〈総合共通科目〉の〈言語・異文化理解科目〉に配置する「海

外研修」の単位が認定される。 

 海外語学研修の研修先は、本学と協定を結んでいる海外の教育機関から確保している。

福原学園が設置する国際交流・留学生支援室が、下記の海外協定校の担当者と毎年協議を

行い、夏期・春期期間中の短期海外研修プログラムを企画する。短期海外研修プログラム

の研修先と派遣する人数の制限は以下のとおりである。 

  表 9 短期海外研修プログラムの研修先および派遣人数 

研修先 派遣人数 

アバリストウィス大学（英国） 派遣人数制限なし 

フリンダース大学（オーストラリア） 派遣人数制限なし 

リジャイナ大学（カナダ） 派遣人数制限なし 

ユニテック工科大学（ニュージーランド） 派遣人数制限なし 

大邱大学校（韓国） 派遣人数制限なし 

上海海洋大学（中国） 最大24名 

 

 

9.3. 文化文芸インターンシップ 

 心理・文化学科では、〈コース科目〉の〈文化文芸コース〉に「文化文芸インターン

シップ」を配置し、文化施設、漫画ミュージアム、子ども書道教室等といった実際の現

場から文化文芸に関する問題意識を高めることを目的として、見学等による体験型学修

を実施する。現場での体験については、本学が主催する揮毫大会の運営や学外でのパフ

ォーマンスも対象とする。 

 学生自身による企画・立案・実施の体験を経て、インターンシップ実施後は、報告書

をまとめて発表し、本学の担当教員が総合的な評価を行い、単位を認定する。認定単位

数は 1 単位となる。 

 

 

10. 取得可能な資格 

 心理・文化学科は、基礎となる人間発達学科人間基礎学専攻において取り組んできた認

定心理士の育成、ならびに、中学校・高等学校の国語科教員養成をさらに強化するという

観点より設置することに鑑み、認定心理士、中学校教諭一種免許状（国語）および高等学

校教諭一種免許状（国語）（書道）の免許・資格を引き続き取得可能とするとともに、新

たに、商品企画プランナー等の資格の取得を可能とする。心理・文化学科において取得可

能な免許・資格は表 10 のとおりである。 
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表 10 取得可能資格等一覧 

取得可能な免許・資格 種別 取得内容 取得条件 

認定心理士 民間資格 資格取得 卒業要件単位に含まれる科目の履修

のみで資格の取得が可能である。な

お、資格取得が卒業要件ではない。 

中学校教諭一種免許状 

（国語） 

国家資格 資格取得 卒業要件単位に含まれる科目のほか

、追加して教職関連科目を履修する

必要がある。なお、免許状取得が卒

業要件ではない。 

高等学校教諭一種免許状 

（国語） 

国家資格 資格取得 

高等学校教諭一種免許状 

（書道） 

国家資格 資格取得 

商品企画プランナー 民間資格 受験資格

取得 

卒業要件単位に含まれる科目の履修

のみで受検資格の取得が可能である

。なお、資格取得が卒業要件ではな

い。 

社会福祉主事任用資格 

 

 

公的資格 

 

 

資格取得 

 

 

卒業要件単位に含まれる科目の履修

のみで資格の取得が可能である。な

お、資格取得が卒業要件ではない。 

図書館司書 国家資格 資格取得 資格の取得には卒業要件単位に追加

して科目を履修する必要がある。な

お、資格取得が卒業要件ではない。 学校図書館司書教諭 国家資格 資格取得 

 

 

11. 入学者選抜の概要 

11.1. 入学者受入れ方針 

 九州女子大学人間科学部心理・文化学科の入学者受入れの方針（アドミッション・ポリ

シー）は以下のとおりである。 

 

《心理・文化学科の入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）》 

 心理・文化学科は卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）および教育課程

編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、次に掲げる入学者を広く受入れ

る。 

① 高等学校等で、全ての科目の基礎となる国語・英語を中心とした基礎学力を身に付

けている。（知識・技能） 

② 人間の心理や文化に関心を持ち、思考力・判断力・表現力を身に付けようとする姿

勢を有する。（思考力・判断力・表現力） 

③ 多様な人々と協力して、よりよい社会を実現したいという気持ちを持ち、主体性・

協調性を発揮したいという意欲を有する。（主体性・協働性・倫理性） 
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11.2. 入学者選抜の方法・基準 

 心理・文化学科における入学者の選抜方法は、一般選抜、学校推薦型選抜、総合型選抜、

学力特待生選抜、その他の選抜により実施する。いずれの選抜方法も、本学科の入学者受

入れの方針（アドミッション・ポリシー）に則り、基礎的・基本的な知識・技能の習得、

課題を解決するための思考力・判断力・表現力ならびに主体的に学習に取り組む態度等を

多面的・多角的に評価し、総合的な判断のもとで選抜を行う。 

（1）一般選抜 

1）一般選抜（Ａ日程・Ｂ日程・Ｃ日程：募集人員 18 名） 

  一般選抜（Ａ日程・Ｂ日程・Ｃ日程）は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）の①～③のうち、特に①（知識・技能）に重点を置き、学力試験、および、調

査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動などをもとに総合的に

評価する。一般選抜（Ａ日程・Ｂ日程・Ｃ日程）の試験科目は以下のとおりである。 

《Ａ日程 2科目入試：1科目100点満点、合計200点》 

○「国語」「英語」のいずれか1科目選択 

○「上記で選択した科目を除いた国語、英語」「数学」「日本史」「現代社会」「生

物」「化学」の中から 1科目選択 

《Ｂ日程 2科目入試：1科目100点満点、合計200点》 

○「国語」「英語」「数学」「生物」の中から2科目選択 

ただし、「国語」「英語」のいずれかを含む。 

《Ｃ日程 2 科目入試：1科目 100 点満点、合計 200 点》 

○「国語」「英語」「数学」の中から 2科目選択 

 

2）一般選抜（共通テスト利用Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期：募集人員 14 名） 

 一般選抜（共通テスト利用Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期）は、大学入学共通テストの成績、およ

び、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動などをもとに主

体性を総合的に評価する。この一般選抜（共通テスト利用Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期）は、入学

者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、①（知識・技能）に重

点を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動などか

ら②（思考力・判断力・表現力）、③（主体性・協働性・倫理性）についても評価する

ものである。大学入学共通テストの成績については、大学入学共通テストで受験した 2

科目の成績を以下のとおり配点し、合計 200 点満点により選考する。 

  《2 科目入試：1科目 100 点満点、合計 200 点》 

○「国語」「英語」のうち高得点 1科目 

○「上記で選択した科目を除いた国語、英語」「数学Ⅰ・数学Ａ」「世界史Ｂ」「日

本史Ｂ」「地理Ｂ」「現代社会」「倫理」「政治・経済」「物理」「生物」「化学」

「地学」「物理基礎」「生物基礎」「化学基礎」「地学基礎」の中から高得点 1科

目 

  ただし、「国語」は 100 点満点、「英語」はリーディング 80 点満点・リスニング 20

点満点の合計 100 点満点に換算し、「物理基礎」「生物基礎」「化学基礎」「地学基礎」

は 2科目を合算し 1科目として扱う。 
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（2）推薦選抜 

1）一般推薦選抜（Ⅰ期・Ⅱ期：募集人員 10 名） 

  一般推薦選抜（Ⅰ期・Ⅱ期）は、一般推薦選抜（Ⅰ期）は小論文、面接および調査書

をもとに、一般推薦選抜（Ⅱ期）は面接および調査書をもとに、総合的に評価する。Ⅰ

期・Ⅱ期ともに面接は 2～3 名の集団面接を実施する。さらに、Ⅱ期の面接では、高等学

校等での学習や部活動、ボランティア活動などを通して身に付けた知識、表現力および

学習意欲を多面的・総合的に評価・判定する。この一般推薦選抜（Ⅰ期・Ⅱ期）は、入

学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、特に②（思考力・判

断力・表現力）に重点を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボラ

ンティア活動などから③（主体性・協働性・倫理性）についても評価するものである。 

2）特別指定校推薦選抜（募集人員 10 名） 

  特別指定校推薦選抜は、系列の高等学校の校長から推薦された志願者を対象とした入

試である。選考は面接および調査書をもとに総合的に評価する。面接では、高等学校等

での学習や部活動、ボランティア活動などを通して身に付けた知識、表現力および学習

意欲を多面的・総合的に評価・判定するとともに、志望学科に関連する時事問題や一般

常識などについても問う形式とする。この特別指定校推薦選抜は、入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、特に②（思考力・判断力・表現力）に

重点を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動など

から①（知識・技能）、③（主体性・協働性・倫理性）についても評価するものである。 

3）指定校推薦選抜（Ⅰ期・Ⅱ期：募集人員 15 名） 

  指定校推薦選抜（Ⅰ期・Ⅱ期）は、本学が指定校として定めた高等学校等の校長から

推薦された志願者を対象とした入試である。選考は面接および調査書をもとに総合的に

評価する。面接では、高等学校等での学習や部活動、ボランティア活動などを通して身

に付けた知識、表現力および学習意欲を多面的・総合的に評価・判定するとともに、志

望学科に関連する時事問題や一般常識などについても問う形式とする。この指定校推薦

選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、特に②（思

考力・判断力・表現力）に重点を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動なら

びにボランティア活動などから①（知識・技能）、③（主体性・協働性・倫理性）につ

いても評価するものである。 

4）同窓生子女推薦選抜（募集人員 2名） 

  同窓生子女推薦選抜は、福原学園（本学・九州女子短期大学（専攻科含む）・九州共

立大学大学院・九州共立大学・自由ケ丘高等学校）の同窓生の子女を対象とした入試で

ある。選考は面接および調査書をもとに総合的に評価する。面接では、高等学校等での

学習や部活動、ボランティア活動などを通して身に付けた知識、表現力および学習意欲

を多面的・総合的に評価・判定するとともに、志望学科に関連する時事問題や一般常識

などについても問う形式とする。この同窓生子女推薦選抜は、入学者受入れの方針（ア

ドミッション・ポリシー）の①～③のうち、特に②（思考力・判断力・表現力）に重点

を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動などから

①（知識・技能）、③（主体性・協働性・倫理性）についても評価するものである。 
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5）技能特待生選抜（募集人員 2名） 

  技能特待生選抜は、技術および人物ともに優れた人材を迎え入れることを目的とした

入試である。選考は小論文、面接、調査書および実技をもとに総合的に評価する。この

技能特待生選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、

①（知識・技能）と②（思考力・判断力・表現力）に重点を置いて評価するものである。 

 

（3）総合型選抜（募集人員 5名） 

  総合型選抜（Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期・Ⅳ期）は、将来の有望な人材を発掘し、養成するた

めの人物重視型の入試である。選考はエントリーカード、面談、課題および調査書をも

とに総合的に評価する。この総合型選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）の①～③のうち、特に②（思考力・判断力・表現力）と③（主体性・協働性・

倫理性）に重点を置いて評価するものである。 

 

（4）学力特待生選抜 

 1）学力特待生選抜（Ａ日程・Ｂ日程）（募集人員 4名） 

  学力特待生選抜（Ａ日程・Ｂ日程）は、学力に優れた人材を迎え入れることを目的と

した入試である。選考は学力試験および調査書に記載された生徒会活動、部活動および

ボランティア活動などをもとに主体性を総合的に評価する。この学力特待生選抜は、入

学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、①（知識・技能）に

重点を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動など

から②（思考力・判断力・表現力）、③（主体性・協働性・倫理性）についても評価す

るものである。 

2）学力特待生選抜（共通テスト利用Ⅰ期・Ⅱ期）（募集人員 4名） 

  学力特待生選抜（共通テスト利用Ⅰ期・Ⅱ期）は、学力に優れた人材を迎え入れるこ

とを目的とした入試である。選考は大学入学共通テストの成績、および、調査書に記載

された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動などをもとに主体性を総合的に評

価する。大学入学共通テストの成績については、大学入学共通テストで受験した 3 科目

の成績を以下のとおり配点し、合計 300 点満点により選考する。この学力特待生選抜は、

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、①（知識・技能）

に重点を置くが、調査書に記載された生徒会活動、部活動ならびにボランティア活動な

どから②（思考力・判断力・表現力）、③（主体性・協働性・倫理性）についても評価

するものである。 

  《3 科目入試：1科目 100 点満点、合計 300 点》 

  ○「国語」「英語」「数学Ⅰ・数学Ａ」の中から高得点 2科目 

  ○「上記で選択した 2科目を除いた国語、英語、数学Ⅰ・数学Ａ」「世界史Ｂ」「日

本史Ｂ」「地理Ｂ」「現代社会」「倫理」「政治・経済」「物理」「生物」「化学」

「地学」「物理基礎」「生物基礎」「化学基礎」「地学基礎」の中から高得点 1科

目 
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    ただし、「国語」は 100 点満点、「英語」はリーディング 80 点満点・リスニング

20 点満点の合計 100 点満点に換算し、「物理基礎」「生物基礎」「化学基礎」「地

学基礎」は 2科目を合算し 1科目として扱う。 

 

（5）社会人選抜、外国人留学生選抜、帰国子女選抜 

1）社会人選抜（Ⅰ期・Ⅱ期：募集人員 2 名） 

  社会人選抜（Ⅰ期・Ⅱ期）は、4 年以上の社会人経験がある志願者を対象とした入試

である。本学では、九州女子大学社会人特別入学要項（平成 28 年学園内規第 3 号）第 2

条において、「この要項における社会人とは入学年度の 4月 1日において年齢満 22 歳に

達し、社会人の経験を 4 年以上有する者で勉学に強い関心があり、本学に入学を志望す

る者をいう。」と定義している。選考は小論文、面接および志望理由書をもとに総合的

に評価する。面接では、志望理由、入学後の目標などを問う 15 分程度の個人面接とする。

この社会人選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の①～③のうち、

特に②（思考力・判断力・表現力）に重点を置いて評価するものである。 

2）外国人留学生選抜（募集人員 2 名） 

  外国人留学生選抜は、外国籍を有した日本国内に在住する留学生を対象とした入試で

ある。選考は小論文（日本語）、面接、志望理由書および提出書類をもとに総合的に評

価する。この外国人留学生選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）

の①～③のうち、特に②（思考力・判断力・表現力）に重点を置いて評価するものであ

る。なお、出願条件として、日本留学試験（日本語）または日本語能力試験を受験した

者という条件を設け、出願条件を証明する書類として、日本留学試験または日本語能力

試験の成績証明書の提出を求める。また、受験に際し、在留カード（写し）および身元

保証書の提出を求めることとする。 

3）帰国子女選抜（募集人員 2名） 

  帰国子女選抜は、日本国籍を有し、外国の学校に最終学年を含めて 2 年以上継続して

在学した志願者を対象とした入試である。選考は小論文、面接および志望理由書をもと

に総合的に評価する。この帰国子女選抜は、入学者受入れの方針（アドミッション・ポ

リシー）の①～③のうち、特に②（思考力・判断力・表現力）に重点を置いて評価する

ものである。 

 

（6）その他の選抜 

 1）編入学生の受入れ 

  大学、短期大学や高等専門学校等を卒業した者などで、心理・文化学科の 3 年次へ

の入学を希望する者については、入学定員・収容定員を超えない範囲で受入れること

とする。編入学生は、入学試験委員会の意見を徴し、学長が入学を許可する。 

 2）科目等履修生の受入れ 

  本学学生以外の者で心理・文化学科の授業科目の履修を希望する者については、正

規の学生の教育・研究に支障が出ない範囲で受入れることとする。履修希望者につい

ては、学長が履修を許可する。 

 3）聴講生の受入れ 
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  本学学生以外の者で心理・文化学科の特定の授業科目について聴講を希望する者に

ついては、正規の学生の教育・研究に支障が出ない範囲で受入れることとする。履修

希望者については、学長が履修を許可する。 

 

 

11.3. 入学者選抜の体制 

 入学者選抜については、学則により教授会として位置付けられた入学試験委員会（委員

長：学長）により入学者選抜規程に基づき入学試験の実施、入学者の合否判定を公平、公

正かつ適切に実施する。なお、入学者の合否判定は、学長が入学試験委員会の意見を聴い

たうえで迅速に決定する。 

 大学入学共通テストを利用する入試以外の入試問題の作成については、入学者選抜規程

に基づき、入学試験出題部会を設置し、学力試験問題および小論文を学内担当教員が作成

する。入学試験出題部会は、問題作成のほか、問題校正、採点および成績の報告を行う。

学力試験問題は、全学共通の問題を用い、小論文については、学部・学科ごとに入学者受

入れの方針（アドミッション・ポリシー）を踏まえて作成する。 

 

 

12. 教員組織の編制の考え方および特色 

12.1. 教員の配置について 

心理・文化学科は、人間の心理と文化に関する専門性と広い視野を有し、社会に貢献で

きる、豊かな人間性と高い倫理性を備えた人材を養成するとともに、幅広い職業人養成に

ついての機能を重点的に担う学科として、教育活動や社会貢献に携わる人材を養成する教

育課程を、適切にかつ責任を持って企画および運営することのできる教員組織を編制する。

そのために本学科は、学科長指導のもと、心理・文化学科専任教員、他学部他学科兼担教

員および他大学等兼任教員が、その固有の教育・研究能力を十分に発揮しつつ、心理・文

化学科の人材養成および教育研究上の目的の達成に向けて、有機的に協働できる教員組織

編制とする。 

 心理・文化学科は、専門的な知識・技能を有する教育者・企業人となるための基礎的・

基盤的な教育機能を重点的に整備し、中学校・高等学校の教員や公認心理師の養成を目的

とする学科として、専任教員を 11 名配置する。教育課程編成上の教員配置については、学

位、教育経験、研究業績、実務経験等の教育・研究実績と担当領域や担当科目との適合性

を十分検討したうえで適切に配置している。本学科は、こうした人材養成機能の実現を期

するため、大学設置基準に定める専任教員数および教職課程認定基準の必要専任教員数を

上回る教員を配置することで、学生教育の質を保証する。 

 職位別の内訳は、教授 6名、准教授 3 名、講師 2名であり、専任教員全体に占める教授

の割合は 54.5％である。学位修得状況は、博士号取得者 7 名、修士号取得者 3名、学士号

取得者 1 名である。 

 本学科の教育課程において、〈専門教育科目〉に〈コース科目〉として〈心理学コース〉

〈国語・書道教育コース〉〈文化文芸コース〉を設け、各コースの専門性に応じた科目を
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配置する。〈心理学コース〉では、認定心理士の取得および公認心理師の受験資格の取得

に必要かつ基礎となる科目として「心理学的支援法」「心理的アセスメント」「心理演習」

「産業・組織心理学」「公認心理師の職責」の 5 科目を主要科目として位置付けている。

〈国語・書道教育コース〉では、教員免許の取得に必要かつ基礎となる科目として「日本

語学概論（音声言語を含む。）」「日本古典文学史」「日本語文法」「日本近現代文学史」

「日本語史概論」「日本語学演習Ⅰ」「日本語学演習Ⅱ」の 7科目を主要科目として位置

付けている。〈文化文芸コース〉では、文化文芸を学ぶうえで基礎となる科目として「日

本文学概論」「日本語の歴史」「文章表現」の 3 科目を主要科目として位置付けている。

〈コース科目〉において主要科目と位置付けている 15 科目については、各科目に関する専

門分野を教育研究活動の対象とする教授または准教授が担当し、教育内容の質を担保する。 

 

 

12.2. 教員組織における中心的な研究分野と研究体制 

 心理・文化学科は、人間の心理および文化に関する学問領域を中心に教育研究を行う。

したがって、教員組織として中心的研究分野は主に心理学、日本語・日本文学および日本

文化学となる。これらの学問分野の研究を促進するための研究体制について、本学科では、

心理学および文学に関する学位を有する教員を学科専任教員の過半数である 7名を配置す

るとともに、芸術学や学術を専門領域とする教員を学科専任教員として配置することによ

り、教員個人およびグループでの研究活動を促進、支援する体制を構築する。さらに、本

学では、教育活動に基づいた研究活動の強化を図るため、学内公募型の特別教育研究プロ

グラムを実施するなどして研究支援に取り組んでいる。 

 

 

12.3. 教員組織の年齢構成 

 専任教員の完成年度末における年齢構成は、70 歳代 1 名、60 歳代 4 名、50 歳代 1 名、

40 歳代 3 名、30 歳代 2名で、職位の構成は、教授が 6 名、准教授が 3 名、講師が 2 名であ

る。 

教員の定年については、「福原学園就業規則」（資料 7）第 14 条において、教授の定年

を 65 歳、それ以外を 60 歳とそれぞれ定め、退職日をその年度末日と定めている。表 11

のとおり、本学科の完成年度までに 2名がこの定年年齢を超える専任教員となるが、新学

科運営上の必要性に鑑み、「福原学園特任教員規程」（資料 8）第 4 条および第 5 条に基

づき定年年齢を超えて雇用を継続するため、設置時点の教員組織が完成年度末まで維持さ

れる。完成年度以降の退職については後任補充で対応し、教員組織の継続性を担保してい

く。 
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 表 11 完成年度末における年齢構成表 

   年齢 

職位 
30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上 合 計 

教 授 0名 2名 1名 2名 0名 1名 6名 

准教授 1名 0名 0名 2名 0名 0名 3名 

講 師 1名 1名 0名 0名 0名 0名 2名 

合 計 2名 3名 1名 4名 0名 1名 11名 

 

 

13. 施設、設備等の整備計画 

13.1. 校地、運動場の整備計画 

 九州女子大学は、九州女子短期大学と同じキャンパス敷地内にあるため、一部の施設を

共同利用しつつ教育活動を行ってきた。本学の校舎等の施設については、平成 24（2012）

年度に福原学園教育研究環境整備委員会が設置され、中・長期的な視点をもって学園設置

校の施設の耐震補強および建替え計画等を年次進行で進めてきた。 

委員会の検討にあたっては、平成 25（2013）年度に福原学園教育研究環境整備委員会九

州女子大学・九州女子短期大学部会が設置され、大学設置基準の必要校地・校舎面積を踏

まえ、学部等の教育研究目的を達成するために必要な施設・設備等の諸条件について、大

学等の意見や要望をあらかじめ確認するなど、大学等の意向が反映されるよう連携を保ち、

計画的に順次整備を行ってきた。 

令和 3（2021）年 5 月 1 日現在、本学の校地面積は 111,525.44 ㎡（うち、運動場の面積

13,551.27 ㎡）である。令和 3（2021）年 5月現在での在学者数は 1,604 名であり、大学設

置基準の 13,600 ㎡を十分に満たしている。また、教育施設、研究施設および厚生施設（学

部校舎、大学研究室、図書館、附属研究機関、体育館、運動場、学生の課外活動施設等）

はすべて同一敷地内に設置されており、校地の複数個所に人工芝の広場を設け、学生が休

息できる場所やその他の利用のための適当な空き地も十分に確保されているため、このた

びの心理・文化学科の設置において新たな校地、運動場の整備計画はない。 

 

 

13.2. 校舎等施設および設備等の整備計画 

九州女子大学は、上述したように学園の中・長期的な施設設備計画により、平成 28（2016）

年 1月に弘明館（鉄筋コンクリート造陸屋根・合金メッキ鋼板葺 4階建）を建設し、老朽

化施設の建替えは完了した。 

令和 3（2021）年 5月 1 日現在、本学の校舎面積は 34,309 ㎡であり、大学設置基準面積

の 10,016 ㎡を十分に満たしている。 

心理・文化学科の教育研究活動に使用する校舎は、当該学科の基礎となる人間科学部人

間発達学科人間基礎学専攻と同様に耕学館（9,968.56 ㎡ 教室数 33 室）としている。また、

その他の校舎として、思静館（4,179.55 ㎡ 教室数 26 室）、弘明館（14,628.57 ㎡ 教室数
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69 室）、耕雲館（2,407.48 教室数 8 室）を大学全体と併設の九州女子短期大学で共用し

ていることも従来と同様である。教室形態としては、講義室が 32 室、演習室が 72 室、実

験・実習室が 20 室、準備室が 12 室となっている。その内訳は、資料 9に示すとおりであ

る。 

心理・文化学科が主に使用する耕学館には、3 階に 270 ㎡の研究室を整備し、11 名の専

任教員の研究室を確保している。研究室の前には、共有スペースを設けており、教員の研

究環境を確保しつつ、学内外の問題・課題に複数の教員で迅速に対応すべく、教員間の緊

密な連携が行える環境を整えている。 

また、耕学館に設置されている教室は、1名～25 名収容の教室が 8室、26 名～50 名収容

の教室が 4室、51 名～100 名収容の教室が 9室、101～160 名収容の教室が 7室、270 名収

容の教室が 1室となっている。なお、140 名以上の 5教室は全て固定式机の教室であるが、

22 教室については、授業の形態や授業内容等に合わせて自由に机や椅子の位置が変更でき

る可動式の教室であり、双方向型の多様な形式の授業に対応できるようになっている。さ

らに、少人数での双方向型授業が展開できるように専用のアクティブ・ラーニング室を 2

室整備している。心理・文化学科の〈専門教育科目〉は、主に講義室を使用して授業を行

っているが、講義室以外では、箱庭室・観察室、書道教室、情報処理演習教室を使用する。 

学生の休息や交流場所としては、耕学館の 1階にラウンジ 64 席があるほか、2 階、3階

のスペースに椅子、テーブル（合計 99 席）を配置している。加えて、耕学館等周辺に設置

しているベンチ、パラソル付きのテーブル・チェア、人工芝の広場など、広大なキャンパ

スを活かした多様な交流・休息場所を提供している。 

なお、全教室で無線 LAN(Wi-Fi)が利用できる環境を整備しており、学生や教員が各自の

ノートパソコン、タブレット端末やスマートフォンなどをネットワークに接続し利用でき

る体制を整えている。 

 

 

13.3. 図書等の資料および図書館の整備計画 

（1）図書館施設および蔵書状況の概要 

  九州女子大学附属図書館は、昭和 58（1983）年に竣工され、鉄筋コンクリート造陸屋

根 5階建で延べ床面積 2,893.77 ㎡である。閲覧座席数は 374 席（収容定員の 22.0％）、

学生の自学自習に対応する施設はもとより、図書館内にグループ学習室を設置し、図書

館の資源を活用した授業展開にも応えられる環境を整えている。平成 24（2012）年 3 月

には文部科学省私立大学教育研究活性化設備整備補助金によって、学生のアクティブ・

ラーニングを推進するために多目的学習室を新設した。また、令和元（2019）年度には

照明器具を蛍光灯から LED 灯へと取り換えを行った。最終授業終了後も学生が利用でき

るように、平日は 20 時まで開館している。 

図書館内には蔵書検索（OPAC）用 PC が 5 台設置されており、卒業研究ならびにレポー

ト作成における蔵書検索や論文検索などの目的で活用され、多様な情報入手方法の習得

について、授業担当者と図書館職員が連携して取り組んでいる。さらに、映像資料につ

いては約 4,500 の教材ソフトや映像ソフトを所蔵しており、学生が DVD などを個人ブー

スで自由に視聴できる環境を整えている。また、電子ジャーナルは ELSEVIER 社と契約し
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ており 4 タイトルにアクセスすることができる。外国雑誌データベースは EBSCO 社との

契約により「Academic Search Premier（収録タイトル約 4,700（全文））」「ERIC」

「MEDLINE」が収録するすべての雑誌を講読することが可能である。学内研究成果につい

ては、これらを蓄積・公開する九州女子大学・九州女子短期大学学術リポジトリを整備

している。これら各種コンテンツは学内から容易にアクセス可能であり、教育・学修環

境における利便性が保たれ、学生の学修・研究の活性化に寄与している。 

他大学所有の文献および図書資料の閲覧や論文等の複写については、NII（国立情報学

研究所）に参加しており、各加盟館資料の複写取寄せや現物貸借が可能である。 

他大学図書館との協力については、「九州地区大学図書館協議会」加盟校の学生、院

生、研究者に対する図書館資料の閲覧や提供も行っている。 

 

（2）心理・文化学科に関する蔵書の状況および整備計画 

  九州女子大学附属図書館の所蔵する蔵書冊数は家政学部、人間科学部の分野を中心に

約 21 万冊である。資料については、学部・共通教育センター教員選定図書、図書情報課

選定図書、学生リクエスト図書、職員および非常勤教員リクエスト図書の 4種類に分け

て収集・整理している。 

  心理・文化学科に関する蔵書について、心理学コース関連は 11,759 冊、国語・書道教

育コース関連は 21,863 冊、文化文芸コース関連は 3,008 冊、教職関連は 7,473 冊と十分

な冊数がある。関連図書の詳細は表 12 のとおりである。なお、国語・書道教育コースと

文化文芸コースの両方に関連する蔵書（4,058 冊）は、国語・書道教育コース関連に含

めている。 
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   表 12 心理・文化学科に関する図書の冊数・種類 

関連図書 分野 現有数(冊) 

心理学コース関連 社会心理学 52 
医学的心理学（医学）（臨床医学） 2,692 
知覚（心理学） 20 
認知心理学 308 
臨床心理学 1,493 
心理学－研究法、心理学－実験法 321 
臨床心理学－臨床診断法 101 
神経病学、精神病学 1,143 
障害児心理 378 
人体解剖学 395 
病理学 350 
感情（心理学） 161 
人格（心理学） 131 
社会福祉 2,627 
産業心理学 52 
犯罪心理学 36 
カウンセラー 75 
医療行政 549 

合計 11,759 
国語・書道教育コース
関連 

日本語（言語、歴史、文法） 3,223 
日本文学史 2,432 
日本文学（詩歌、物語文学、随筆、日記、全集） 3,340 
近現代文学 9,053 
漢文学（中国文学、日本文学） 648 
書道史 488 
書法 61 
書道全般 1,610 
楷書（書道） 155 
仮名（書道） 84 
教職（教育） 137 
国語教育（各科教育） 337 
国語科（中学校、高等学校） 83 
読解指導（各科教育） 72 
作文教育（各科教育） 109 
書道（各科教育） 31 

合計 21,863 
文化文芸コース関連 文芸学 31 

日本文学 1,717 
国語－歴史 169 
古語（日本語） 7 
文章－日本語 464 
アニメーション映画 97 
漫画 138 
コミュニケーション 365 
水墨画（日本画） 6 
商品化 14 

合計 3,008 
教職関連 教員の養成・資格 教員検定 184 

教育学、教育哲学、教育学史・教育思想史、教育史 3,282 
教育心理学 1,834 
教育社会学、教育政策・教育制度 762 
各種教育論 182 
教育評価・教育測定 41 
教育調査法、教育統計法 50 
教育課程 649 
生活指導、生徒指導 375 
教科書 114 

合計 7,473 
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  表 12 のとおり、心理・文化学科の教育・研究において必要となる図書については、こ

れまで段階的に整備してきた経緯からも十分に整備されていると言えるため、今後も継

続して、最新の教育情勢に応じて必要となる図書の整備を進めていくこととする。なお、

学術雑誌等については、72 誌の和雑誌、ならびに 1 誌の洋雑誌を保有している。（資料

10） 

 

 

14. 管理運営 

14.1. 教授会の構成・役割 

 九州女子大学の教授会は、平成 27（2015）年度の学校教育法の改正を機に、学校教育法

施行規則第 143 条に基づき、専門委員会の制度を取り入れた。九州女子大学には、4 種の

専門委員会、すなわち、学部教育運営委員会、全学教育運営委員会、教員人事計画委員会、

入学試験委員会を設置している。 

 心理・文化学科の管理運営については、人間科学部の学部教育運営委員会、教員人事計

画委員会ならびに入学試験委員会において行う。なお、教授会の権限は、九州女子大学学

則第 8条において明確にしている。 

 人間科学部の学部教育運営委員会は、人間科学部に所属する専任の教授、准教授、講師

および助教で構成し、年間に 11 回程度開催している。なお、同委員会においては、次の事

項について審議し、学長に意見を述べるものとする。 

 ① 学生の卒業またはその他の学生の在籍に関する事項 

 ② 学位の授与に関する事項 

 ③ 教育研究に関する重要な事項で教育運営委員会の意見を聴くことが必要なものとし

て学長が定める事項 

 教員人事計画委員会は、学長、副学長、各学部長、共通教育センター所長、各学部から

推薦された教育職員および学長が必要と認めた職員で構成し、年間に 12 回程度開催してい

る。なお、同委員会においては、次の事項について審議し、学長に意見を述べるものとす

る。 

 ① 教育職員の教育研究業績の審査に関する事項 

 ② 福原学園大学教員人事計画委員会からの諮問事項 

 ③ その他、教育研究業績に関する重要事項で、委員会の意見を聴くことが必要なものと

して学長が定める事項 

 入学試験委員会は、学長、副学長、各学部長、教務部長、各学科長、各学部から推薦さ

れた教育職員およびその他学長が必要と認めた職員で構成し、年間に 17 回程度開催してい

る。なお、同委員会においては、次の事項について審議し、学長に意見を述べるものとす

る。 

 ① 学生の入学に関する事項 

 ② 入学試験の実施に関する事項 

 ③ 入学試験出題部会および入学試験事務部会の総括に関する事項 
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 ④ その他入学試験、入試広報および学生募集に関する重要な事項で、入試委員会の意見

を聴くことが必要なものとして学長が定める事項 

 

 

14.2. 教授会以外に関連する委員会等 

（1）評議会の構成・役割 

  本学における教授会、ならびに各種委員会の審議について、全学的調整を図る機関と

して評議会がある。本学の評議会は、学長直轄の組織として位置付けられ、評議会の下

に各学部教授会、教務委員会、教職課程委員会、国際交流委員会が位置付けられていた

が、平成 27（2015）年度の学校教育法の改正に伴い、評議会および教授会（学部教育運

営委員会、全学教育運営委員会、教員人事計画委員会、入学試験委員会）を学長の諮問

機関として位置付けることとした。評議会は、学長、副学長、各学部長、教務部長、学

生部長、各学科長、事務局長、九州女子大学組織規則（昭和 62 年学園規則第 6 号）第

13 条に定める各課の課長およびその他学長が必要と認めた者で構成される。評議会は、

原則として月 2 回開催され、大学の教育・研究および運営に関する次の事項について審

議し、学長の意思決定を補佐するとともに各教授会との調整機能を果たしている。 

  ① 学生の入学、卒業又はその他学生の在籍および学位授与に関する事項 

  ② 前号に規定するもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教育運営委員会、全

学教育運営委員会または入学試験委員会の意見を聴くことが必要なものとして学

長が定めた事項 

  ③ 前号に規定する委員会のほか、教育研究に関する重要な事項で、第 10 条の規定に

基づき設置された各委員会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定めた事

項 

  ④ その他、大学の教育・研究および運営に関し、学長が必要と認める事項 

 

（2）各種委員会の役割 

  本学では、各種委員会として、教務委員会、教職課程委員会、学生部委員会、就職委

員会、紀要委員会、国際交流委員会、実験領域に関する倫理委員会、図書館運営委員会、

FD 推進委員会、自己点検・評価委員会を設置している。平成 26（2014）年度以前は、FD

推進委員会、自己点検・評価委員会、入学試験委員会は、学長直轄の組織として位置付

けられていたが、平成 27（2015）年度の学校教育法の改正に伴い、教授会の下に各種委

員会として位置付けられていた学生部委員会、就職委員会、紀要委員会、実験領域に関

する倫理委員会、さらに、旧評議会の下部組織であった教務委員会、教職課程委員会、

国際交流委員会と併せて学長の諮問機関である評議会の下に位置付けられることとなっ

た。このことにより、教授会と各種委員会の役割が明確となり、学長のリーダーシップ

の下、円滑な大学運営が可能となった。 
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15. 自己点検・評価 

15.1. 実施体制・方法 

（1）実施体制 

  本学では、九州女子大学学則第 2条において、「本学は、その教育水準の向上を図り、

本学の設置目的並びに社会的使命を達成するため、本学における教育研究活動の状況に

ついて自ら点検及び評価を行う。」と定めている。教育研究活動などの点検・評価の実

施において円滑な運営を図るため、九州女子大学学則第 2 条第 2 項の規定に基づき、九

州女子大学自己点検・評価実施規程を整備しており、副学長、学長特別補佐、学部長、

図書館長、教務部長、学生部長および事務局長などで構成される九州女子大学自己点検

・評価委員会を評議会の下に設置している。 

また、必要に応じて、九州女子大学自己点検・評価実施規程第 9 条に基づき、九州女

子大学自己点検・評価小委員会を設置し、審議、立案および調整を行う体制をとってい

る。 

 

（2）実施方法 

  九州女子大学自己点検・評価委員会においては、毎年自己点検・評価報告書を作成す

ることにより自己点検・評価に努めている。自己点検・評価報告書の作成にあたっては、

教育研究活動や管理運営などの状況を自己点検・評価したうえで、評価項目に基づき、

報告書の作成方針を定め、全学的な情報の交換および共通認識を図りながら、自己点検

・評価活動や報告書を作成している。 

 

 

15.2. 評価項目 

 現在、本学は公益財団法人日本高等教育評価機構に加盟しており、日本高等教育評価機

構の大学評価において定められた以下の評価項目に基づき、自己点検・評価を実施してい

る。 

 ① 使命・目的等（使命・目的、教育目的） 

 ② 学生（学生の受入れ、学生の支援、学修環境、学生の意見等への対応） 

 ③ 教育課程（卒業認定、教育課程、学修成果） 

 ④ 教員・職員（教学マネジメント、教員・職員配置、研修、研究支援） 

 ⑤ 経営・管理と財務（経営の規律、理事会、管理運営、財務基盤と収支、会計） 

 ⑥ 内部質保証（組織体制、自己点検・評価、PDCA サイクル） 

 

 

15.3. 結果の活用および公表 

 毎年度作成する自己点検・評価報告書については、作成段階で全教職員から意見聴取を

行うなど大学全体として組織的に取り組み、自己点検・評価の結果を共有している。平成

26（2014）年度の公益財団法人大学基準協会による認証評価の結果、努力課題の一つとし

て、責任主体を明確にして、組織的内部質保証システムを確立するように指摘を受け、そ
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の改善策として、平成 27（2015）年度より学部教育運営委員会の役割の明確化を図るとと

もに、各種委員会を評議会の下に置き、組織レベルの自己点検・評価活動を明確にした。 

 また、毎年度作成している自己点検・評価報告書や、令和元年度に策定した福原学園第

3 次中期計画計画（2019 年度～2023 年度）および毎年度策定する事業計画や事業報告につ

いては、本学のホームページに掲載し、広く社会に公表している。 

 

 

16. 情報の公表 

16.1. 情報の公表の方針 

 本学では、学生や保護者が適切に情報を得られるようにするとともに、学校教育法で定

められている目的を達成するための公的な教育機関として社会への説明責任を果たすこと

に努め、学校教育法第 113 条および学校教育法施行規則第 172 条の 2に基づき、本学ホー

ムページ内の「情報公開」において、以下の情報を公表している。情報の公表に際しては、

学生や保護者が求める情報を容易にかつ適切に得ることができるよう閲覧者の目線に立っ

た公表を心掛けている。 

 本学はさらに、日本私立学校振興・共済事業団「大学ポートレート（私学版）」におい

ても教育研究活動等の情報を公表している。その項目は、本学の特色、本学での学び、学

生生活支援、進路・就職状況、様々な取組、学生情報、教員情報、基本情報となっており、

「大学ポートレート（私学版）」を活用して受験生を主な対象として情報公表を行ってい

る。 

 

 

16.2. 情報の公表の内容 

 九州女子大学における情報の公開の内容を、 

ア 大学の教育研究上の目的に関すること 

イ 教育研究上の基本組織に関すること 

ウ 教員組織、教員の数ならびに各教員が有する学位および業績に関すること 

エ 入学者に関する受入れ方針および入学者の数、収容定員および在学する学生の数、

卒業または修了した者の数ならびに進学者数および就職者数、その他進学および就

職等の状況に関すること 

オ 授業科目、授業の方法および内容ならびに年間の授業の計画に関すること 

カ 学修の成果に係る評価および卒業または修了の認定に当たっての基準に関するこ

と 

キ 校地・校舎等の施設および設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

ク 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

ケ 大学が行う学生の修学、進路選択および心身の健康等に係る支援に関すること 

コ その他 

の 10 項目に分けて示すと、以下のようになる。 
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ア 大学の教育研究上の目的に関すること 

① 教育理念 

 基本理念、および活動理念を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/philosophy.html トップ＞情報公開＞教育理念） 

② 教育研究上の目的 

 九州女子大学の学部、学科の人材養成および教育研究上の目的を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/mokuteki_daigaku.pdf トップ＞情報公開＞教育研究上の目的） 

 

イ 教育研究上の基本組織に関すること 

① 組織図 

 学部、学科の組織図とともに、事務局の組織図ならびに組織内の役割分担を掲げる。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/organization.html トップ＞情報公開＞組織図） 

 

ウ 教員組織、教員の数ならびに各教員が保有する学位および学業に関すること 

① 専任教員組織 

 事務局の組織図とともに、学部、学科の組織図を掲載する。 

 （http://www.kwuc.ac.jp/introduction/organization.html トップ＞情報公開＞専任教員組織） 

② 専任教員数・年齢構成 

 九州女子大学の専任教員数について、学部・学科、職位、男女別に年齢構成表を掲載す

る。 

 （http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/kyouinsuu.pdf トップ＞情報公開＞専任教員数・年齢構成） 

③ 研究者総覧 

 九州女子大学の専任教員（研究者）に関する教育研究活動の情報を掲載する。 

（http://wisdom.kwuc.ac.jp/kyoin/トップ＞情報公開＞研究者総覧） 

 

エ 入学者に関する受入れ方針および入学者の数、収容定員および在学する学生の数、卒

業または修了した者の数ならびに進学者数および就職者数、その他進学および就職等の状

況に関すること 

① アドミッション・ポリシー 

 九州女子大学全体および各学科のアドミッション・ポリシーを一覧表にて掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/university_policy.pdf トップ＞情報公開＞アドミッション・ポリシー） 

② 学生数（留学生数）・入学・収容定員 

 各学部・学科の学年ごとの学生数（留学生数）および入学定員、収容定員の情報を掲載

する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/student.html トップ＞情報公開＞学生数（留学生数）・入学・収容定員） 

③ 入学者数推移 

 過去 5 ヶ年分の入学者数の推移を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/student_transition.pdf トップ＞情報公開＞入学者数推移） 

④ 卒業者数・就職者数・進学者数・学位授与数 

 過去 3 ヶ年分の卒業者数（学位授与数）、就職者数、進学者数を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/R2sotsugyo.pdf トップ＞情報公開＞卒業者数・就職者数・進学者数・学位授与数） 

⑤ 学科別就職実績 

 最新の就職状況を掲載するとともに、過去 6 ヶ年分の教員採用試験合格者数を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/office/shushoku/jisseki.html トップ＞情報公開＞学科別就職実績） 
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⑥ 教員採用試験合格状況 

 最新の教員採用試験合格者の状況について、都道府県別の合格者分布とともに掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/2020/11/post-1160.html トップ＞情報公開＞教員採用試験合格状況） 

 

オ 授業科目、授業の方法および内容ならびに年間の授業の計画に関すること 

① カリキュラム・ポリシー 

 九州女子大学全体および各学科のカリキュラム・ポリシーを一覧表にて掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/university_policy.pdfトップ＞情報公開＞カリキュラム・ポリシー） 

② カリキュラムフローチャート 

 各学科のカリキュラムフローチャートのページを設け、当該年度入学生のカリキュラム

をもとにしたフローチャートを掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/sciences_curriculum.pdf トップ＞情報公開＞カリキュラムフローチャート） 

③ シラバス 

 授業科目名や担当教員、開講区分等から検索可能なシラバスの閲覧ページを設ける。 

（https://unipa.kyukyo-u.ac.jp/kwuc-uprx/up/pk/pky001/Pky00101.xhtml トップ＞情報公開＞シラバス） 

④ 年間授業計画 

 キャンパスカレンダーとして月ごとに授業計画や行事を掲載している。 

（http://www.kwuc.ac.jp/campus/calendar202203.html トップ＞情報公開＞年間授業計画） 

 

カ 学修の成果に係る評価および卒業または修了の認定に当たっての基準に関すること 

① ディプロマ・ポリシー 

 九州女子大学全体および各学科のディプロマ・ポリシーを一覧表にて掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/university_policy.pdf トップ＞情報公開＞ディプロマ・ポリシー） 

② 成績の評価 

 単位の認定について、九州女子大学学則をもとに掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/gakusoku.pdf#page=7 トップ＞情報公開＞成績の評価） 

③ 取得できる教育職員免許状 

 各学科において取得可能な教育職員免許状を一覧表にて掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/gakusoku.pdf#page=8 トップ＞情報公開＞取得できる教育職員免許状） 

④ 卒業および学位 

 学部・学科ごとに卒業に必要な単位および卒業した者へ授与される学位を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/gakusoku.pdf#page=10 トップ＞情報公開＞卒業および学位） 

 

キ 校地・校舎等の施設および設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

① キャンパスマップ 

 九州女子大学のキャンパスについて、空中写真を用いて、わかりやすく掲載している。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/campusmap.html トップ＞情報公開＞キャンパスマップ） 

② 校舎等の耐震化率 

 日本私立学校振興・共済事業団の「私立学校校舎等実態調査」に基づき算出した耐震化

率を掲載する。 

（https://www.fukuhara-gakuen.jp/about/summary/f_aseismatic.pdf トップ＞情報公開＞校舎等の耐震化率） 

 

ク 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

① 学納金 
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 学科ごとの学納金を掲載するとともに、学納金納入の手順についても掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/campus/expenses.html トップ＞情報公開＞学納金） 

② 授業料減免に関する情報 

 九州女子大学独自の奨学金制度および九州女子大学以外の奨学金について掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/campus/scholarship.html トップ＞情報公開＞授業料減免に関する情報） 

③ 施設使用料に関する情報 

 施設使用に関する事項として、使用時間、使用料の徴収および使用料の返還について掲

載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/pdf/institution_charge.pdf トップ＞情報公開＞施設使用料に関する情報） 

 

ケ 大学が行う学生の修学、進路選択および心身の健康等に係る支援に関すること 

① 学生相談 

 「ハラスメント」、「犯罪被害者にならないために」、「カウンセリング」の項目ごと

に相談窓口の連絡先等を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/campus/consultation.html トップ＞情報公開＞学生相談） 

② 保健室 

 福原学園保健センターの連絡先、利用時間等を掲載する。 

（https://www.fukuhara-gakuen.jp/hoken/index.html トップ＞情報公開＞保健室） 

③ 就職なんでも相談窓口 

 就職や進路の相談、履歴書の添削、面接練習などに関する「就職なんでも相談窓口」に

ついて掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/campus/room.html トップ＞情報公開＞就職なんでも相談窓口） 

④ 障害のある学生の修学支援について 

 障害のある学生の受入れの基本方針および合理的配慮について掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/2021/03/post-1168.html トップ＞情報公開＞障害のある学生の修学支援について） 

⑤ 資格取得支援プログラム 

 九州共立大学地域連携推進センターが開講する講座の受講に関する事項を掲載する。 

（http://f-longlife.jp/publics/index/15/トップ＞情報公開＞資格取得支援プログラム） 

⑥ 海外研修プログラム 

 海外協定締結校（姉妹校、協定校等）を紹介するとともに、毎年度の海外研修プログラ

ムの内容を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/international.html トップ＞情報公開＞海外研修プログラム） 

⑦ 奨学金 

 九州女子大学独自の奨学金制度および九州女子大学以外の奨学金について掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/campus/scholarship.html トップ＞情報公開＞奨学金） 

⑧ 就職活動について 

 就職活動に関する年間スケジュールおよび就職対策講座について掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/office/shushoku/sc.html トップ＞情報公開＞就職活動について） 

 

コ その他 

① 学則 

 九州女子大学の学則を掲載し、閲覧およびダウンロードを可能とする。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/regulations.html トップ＞情報公開＞学則） 

② 自己点検・評価報告書 
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 毎年度の自己点検・評価報告書を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/information.html トップ＞情報公開＞自己点検・評価報告書） 

③ 大学評価・認証評価 

 大学評価（認証評価）結果を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/information.html#certificate トップ＞情報公開＞大学評価・認証評価） 

④ 設置認可申請書 

 設置認可申請書（基本計画書、設置の趣旨等を記載した書類）を掲載する。 

（http://www.kwuc.ac.jp/introduction/information.html#ninka トップ＞情報公開＞設置認可申請書） 

 

 

17. 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

17.1. ファカルティ・ディベロップメント（FD）の活動 

 本学では、評議会の下に九州女子大学ファカルティ・ディベロップメント推進委員会を

設置し、建学の精神および教育理念に立脚した教育の質的向上に資するために組織的な研

修および研究の取り組みを実施している。 

（1）FD 研修会 

 教育活動に係る FD については、昨今、大学に求められている教育方法の工夫に対応した

研修を効果的に実施する。研究活動に係る FD については、教員の研究活動の活性化に資す

るため、科学研究費補助金等の外部資金獲得に向けて参考となる内容の研修を実施してい

る。 

 令和 3（2021）年度の FD 研修会は、全 2回開催した。第 1回 FD 研修会は、令和 3（2021）

年 9月 3 日に「研究活動に関する事項について」をテーマとして開催した。内容は、コン

プライアンス推進責任者である事務局長より、公的研究費の不正使用および研究不正防止

について説明を行ったうえで、令和 3（2021）年 2 月に改正された「研究機関における公

的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」について、運用における改正点およ

び運用上の注意事項等に関する文部科学省作成の動画を視聴するとともに、令和 4（2022）

年度の科学研究費助成事業申請のポイントとして令和 3（2021）年度の科研費獲得教員が

事例紹介を行った。第 2 回 FD 研修会は、令和 3（2021）年 11 月 25 日に「教育活動に関す

る事項について」をテーマに開催した。内容は、ICT を利用した授業改善、および、大学

教育の質向上を目指した教育活動の推進を目的に、遠隔（オンライン）授業導入による教

育方法の改善、学修成果の評価方法等について、学内教員 3名が自らの実践に基づく事例

を紹介した。 

 

（2）授業フィードバック・アンケート 

 教育内容・方法の改善および水準の向上への取り組みとして、本学では学生による授業

フィードバック・アンケートを継続して実施している。授業フィードバック・アンケート

は、前期・後期それぞれ 1回、全教員・全授業に対して実施し、その結果は各授業担当者

にフィードバックされている。その評価を踏まえた授業改善については、集計結果をもと

に所見票の提出を義務化し、集計結果と併せて図書館で公開している。この仕組みにより、

各授業担当者が教育内容・方法の改善および学習指導等の改善に取り組んでいる。また、
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授業フィードバック・アンケートによる教育改善を補完するための方策として、事前に任

意の様式にて中間アンケートを行うこととし、授業期間途中での学生からの授業に対する

意見・要望等を徴することで、早期に授業の振り返りおよび改善を可能とし、即座に授業

展開へのフィードバックを可能とする。 

 

（3）授業相互参観 

 授業相互参観は、「見て学ぶ」教員相互の授業参観や参観後の検討会等を通して、具体

的な授業の進め方や指導法等を共有し、授業改善につなげることを目的として実施する。

授業の公開者および参観者は、専任教員全員を対象とする。実施方法については、各教員

より公開する授業科目を一科目集約のうえ、集約した科目の中から参観したい授業科目の

希望を募り、一授業あたりの参観者が一定数を超えないよう、教員からの希望をもとに FD

推進委員会で調整を行う。参観する授業科目が確定した後、公開者と参観希望者とで調整

を行い、授業参観実施日時を決定する。なお、授業相互参観の期間は 4週間程度、公開は

原則 1回とする。参観者は参観後 1週間以内に相互授業参観報告書を公開者に提出する。 

 

 

17.2. スタッフ・ディベロップメント（SD）の活動 

（1）学内研修会の実施 

 大学運営の強化を図るため、本学職員として必要な知識・技能、および資質の向上をも

って、教職協働の実現と運営能力の意識向上に資することを目的に、学内全体 SD 研修会

を実施する。また、学内の直面する課題や職員の養成に係るワーキンググループ等による

協議や活動をとおした、課題解決や知識・技能の習得を目的とする個別 SD 研修会を実施

している。 

 

（2）学外研修会への参加 

 大学職員として、実務知識の習得、能力・資質の向上を図るため、日本私立大学協会を

はじめとする各分野の研修会への派遣・オンラインセミナー等を活用した職員の養成を実

施する。 

 

（3）研修の情報共有と連携 

 研修会参加者の復命書（参加報告）により各課で報告会を行う。また必要に応じて、事

務連絡会または事務局全体で報告会を行うとともに、研修資料は閲覧し活用が可能となる

よう各課で保管する。 

 

 

18. 社会的・職業的自立に関する指導等および体制 

 本学では、学生が学修目標を持ってキャリア形成ができるように、学生一人ひとりに適

した就職支援を行い、社会の期待に応えられる人材を養成している。また、本学での学生

生活および学生支援に対する満足度を高めるとともに、本学独自の学士力の向上に努め、

卒業後 3 年以内の離職者数の減少と就職先での定着度を高めることを目的としている。 
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18.1. 教育課程内の取組について 

 本学では、中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」（平成 20（2008）年 12

月）の提言を受け、平成 22（2010）年に九州女子大学共通教育機構（令和 3（2021）年度

より九州女子大学共通教育センターへ名称変更）を設置し、教養教育のあり方を検証する

とともに、キャリア支援教育を開始した。その後、平成 29（2017）年度にキャリア支援教

育科目として「キャリアデザイン」を再構築し、学生それぞれが描いている目標、進路を

実現するため体系的な指導を行っている。さらに、学生の主体的な学びを促進し、学生の

修学意欲の向上を図るため、新たに学修ポートフォリオを導入するとともに、学生個々人

に寄り添った修学支援を行うことを目的として 1 年次から 3年次に新たに「キャリア基礎

演習」を配置し、社会で活躍できる汎用的能力を涵養するために社会人基礎力の理解と修

得を目指すこととする。併せて、2 年次より、学生独自の目標、希望進路、専門性に基づ

く指導を展開し、学生自身が継続的・体系的に自身のキャリア形成を学び構想する機会を

担保する。 

 

 

18.2. 教育課程外の取組について 

 心理・文化学科では、教員養成に加え、公務員を志望する学生も受入れることを想定し

ている。また、公認心理師の養成については、本学科において心理学その他の公認心理師

となるための必要な科目を修めて卒業した後、大学院において必要な科目を修めて課程を

修了することが必要である。こうした学生の多様なニーズに応えるため、教育課程外にお

いて、教員採用試験対策講座や教職を目指す会、公務員試験勉強会、大学院進学勉強会を

開催し、学生の進路実現に向けた支援を行う。 

 また、進路に係る支援として、学生の就職活動を支援するキャリア支援課において、3

年生を対象とした就職ガイダンスをはじめ、マナー講座、キャリアカウンセラー相談、3

年生全員を対象とした個人面談等を企画・運営している。キャリア支援課では、キャリア

カウンセラーを含む就職担当のスタッフは当該個人データに基づいた現状把握を行ったう

えで、窓口へ相談に訪れた学生に対して的確かつ丁寧な進路指導を行っている。相談に来

ない学生に対しては、担当スタッフがメールや電話で状況確認を行い、学科の担当教員と

の間で情報共有等の連携を図りながら就業意識の向上に努めている。 

 

 

18.3. 適切な体制の整備について 

（1）学内全体の取り組み 

  九州女子大学では、学生における社会的および職業的自立を図るために必要な能力の

育成に向け、1 年次から社会人基礎力と教育者・企業人に必要な知識の習得ができるよ

う指導している。教育課程内においては、キャリアデザイン科目、インターンシップ科

目、キャリア基礎演習科目、ゼミナール科目、日本語表現法科目を 1年次から 4年次へ

配置し、入学直後から卒業後を見据えた指導を行う。教育課程外においては、学生部に
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キャリア支援課を設置するとともに、学生部長、各学科から学長が推薦する教育職員各

1 名、事務局長、キャリア支援課長および学長が必要と認めた職員とで構成される就職

委員会において、就職指導、企業開拓ならびにその他就職に関する事項について審議し、

実行している。 

 

（2）心理・文化学科での取り組み 

  本学科は、教育職員や公務員を志望する者、大学院進学を希望する者に対する以下の

ような取り組みを学科の専任教員が中心となり行う。 

 ① 「スキルアップ講座Ｄ」「スキルアップ講座Ｅ」 

教育課程内に「スキルアップ講座Ｄ」「スキルアップ講座Ｅ」を配置し、3年次の前期

に 11 回、後期に 4回実施する。具体的には、教職教養や面接、集団討論、模擬授業の試

験対策を行う。 

 ② 教員採用試験対策講座 

学科の専任教員が教育課程外に実施する。春期および夏期休業中に実施し、春期は 2

年生から 4年生を対象、夏期は 3 年生から 4年生を対象とする。具体的には、専門教養、

教職教養、一般教養、小論文対策を行う。 

 ③ 教職を目指す会 

  学科の専任教員が教育課程外に実施する。年に 2 回の教員採用試験全国公開模擬試験

の実施を行い、加えて模擬試験受験者の弱点と傾向を把握し、今後の採用試験に向けた

勉強に関して指導を行う。 

 ④ 公務員試験勉強会 

  学科の専任教員が教育課程外に実施する。公務員試験受験希望者には、12 月に習熟度

テストを行う。春に 1 ヶ月、5 月から 6 月までの間に試験の直前対策Ⅰ、夏休みに 1 ヶ

月の試験の直前対策Ⅱを実施している。具体的には、本学科の情報学の専任教員による

数学試験の対策、実務家経験のある専任教員によるエントリーシートの作成方法、小論

文対策、面接対策を行う。 

 ⑤ 大学院進学勉強会 

  心理学を担当する学科の専任教員が教育課程外に大学院進学希望者に対して実施する。

3年生には月に 1回の専門知識および英語、4 年生には研究計画書の作成方法、面接対策

について指導を行う。 

 ⑥ キャリアインタビュー 

 学生のキャリア支援を目的として、1、2 年次のアドバイザーおよび 3、4 年次のゼミ

担当により行う面談である。具体的には、履修指導、進路指導、就職指導等について面

談を行い、学修や進路についての支援を行う。また、大学生活についての相談や指導を

行い、意欲の向上を図る。キャリアインタビューは、前期、後期の適切な時期に行い、

学生の主体的な取り組みを支援する。なお、全専任教員で分担し、本学科の学生すべて

を対象にして行う。 
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